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株主各位

証券コード　2321
2025年２月27日

（電子提供措置の開始日2025年２月19日）

株　主　各　位
東京都千代田区九段南一丁目４番５号

株式会社ソフトフロントホールディングス
代表取締役社長 二 通 宏 久

本株主総会にご出席されない場合は、書面（郵送）またはインターネット行使
により事前に議決権を行使いただきますようお願い申しあげます。

　つきましては、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、後述のご案
内に従って2025年３月13日（木曜日）午後５時15分までに議決権を行使してく
ださいますようお願い申しあげます。

臨時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、ありがたく厚くお礼申しあげます。
　さて、当社臨時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげま
す。

　本総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措
置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサ
イトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認く
ださいますようお願い申しあげます。

　当社ウェブサイト　http://www.softfront.co.jp/

（当社ウェブサイトにアクセスいただき、「臨時株主総会」を選択いただき「臨
時株主総会　招集ご通知」欄よりご確認ください。

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東
証）ウェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010020Action.do?Show=show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ソフ
トフロントホールディングス」または「コード」に当社証券コード「2321」を入
力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」
にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

敬　具
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株主各位

１．日 時 2025年３月14日（金曜日）午後１時00分

２．場 所 東京都千代田区西神田三丁目２番１号
ベルサール神保町　３階 Room３
（会場が前回と異なっておりますので、末尾の「株主総会会場ご案
内図」をご参照いただき、お間違えのないようご注意ください。）

３．目 的 事 項

決 議 事 項

第１号議案

第２号議案

第三者割当による新株式発行及び第15回新株予約権発行の件
取締役(監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

４．議決権行使についてのご案内

（１）書面による議決権行使の場合
　　　書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対
　　　する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取扱いいたしま
　　　す。
（２）インターネットによる議決権行使の場合
　　　インターネットにより議決権を行使される場合には、３頁の【インターネットに
　　　よる議決権行使のご案内】をご高覧の上、2025年３月13日（木曜日）
　　　午後５時15分までに行使してください。
（３）書面（郵送）とインターネットにより、重複して議決権を行使された場合は、イ
　　　ンターネットによるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、
　　　インターネットによって複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行わ
　　　れたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

＜決議通知について＞

　本臨時株主総会の決議結果につきましては、書面による決議通知の送付に代えて、当
社ウェブサイト(http://www.softfront.co.jp/)に掲載する方法によりお知らせいたしま
すので、あらかじめご了承賜りますようお願い申しあげます。

記

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。

　書面交付請求をされていない株主様にも、株主総会参考書類を併せてご送付しておりま
す。

　電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及
び東証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
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インターネットにより議決権を行使される場合のお手続きについて

【インターネットによる議決権行使のご案内】

インターネットにより議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご了承いただきますよう、お願い申し

あげます。

１. 議決権行使ウェブサイトについて

インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイトをご利用いただくことに

よってのみ可能です。

議決権行使ウェブサイトアドレス　　https://www.
ウ

w
ェ

e
ブ

b
行

5
使

4.net

※バーコード読取機能付の携帯電話を利用して右の「QRコード®」を読み取り、議決権行

使サイトに接続することも可能です。なお、操作方法の詳細についてはお手持ちの携

帯電話の取扱説明書をご確認ください。

　（ＱＲコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。）

２. 議決権行使のお取扱いについて

（１）インターネットにより議決権を行使される場合は、議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」

及び「パスワード」をご利用になり、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

（２）議決権の行使期限は、2025年３月13日（木曜日）午後５時15分までとなっておりますので、お早めの行使

をお願いいたします。

（３）書面（郵送）とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネットによるものを

有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネットによって複数回数又はパソコンと携

帯電話で重複して議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いい

たします。

（４）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者の料金（接続料金等）は、株主

様のご負担となります。

３. パスワード及び議決権行使コードのお取扱いについて

（１）パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報です。印鑑や暗証

番号同様、大切にお取扱いください。

（２）パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行をご希望の場合は、画

面の案内に従ってお手続きください。

（３）議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効です。

４. パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について

（１）本サイトでの議決権行使に関するパソコン・携帯電話等の操作方法がご不明な場合は、以下にお問い合わ

せください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

0120（652）031（受付時間　9:00～21:00）

（２）その他のご照会は、以下のお問い合わせ先にお願いいたします。

ア. 証券会社に口座をお持ちの株主様

証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社あてお問い合わせください。

イ. 証券会社に口座のない株主様（特別口座をお持ちの株主様）

三井住友信託銀行　証券代行事務センター

0120（782）031（受付時間　9:00～17:00 土日休日を除く）
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

(1)払込期間 2025年３月25日（火）から2025年４月25日（金）まで

(2)申込期間 2025年３月24日（月）から2025年４月24日（木）まで

(3)発行新株式数 普通株式　21,097,600株

(4)発行価額 1株につき82円

(5)調達資金の額 1,730,003,200円

発行諸費用の概算額を差し引いた手取り概算額については、下記「３．調達す

る資金の額、使途及び支出予定時期」をご参照下さい。

(6)募集又は割当

方法

（割当予定先）

Potus Helios Fund VII 6,707,300株

JHY Development LPF 5,792,700株

有限責任事業組合三井キャピタルインベストメント 2,439,000株

GCL Nihon株式会社 2,256,100株

Plunkett Capital Holdings Limited 1,585,400株

潘 立輝 1,219,500株

REGROWTH有限責任事業組合 1,097,600株

第三者割当の方法により、下記のとおり割り当てます。

　

(7)その他 ①上記各号については、金融商品取引法に基づく有価証券届出書の届出の効力

が発生していること、及び本臨時株主総会において本第三者割当増資に係る

議案が普通決議によって承認されることを条件とします。

②外国為替及び外国貿易法上の手続が必要ない割当予定先である有限責任事業

組合三井キャピタルインベストメント及びREGROWTH有限責任事業組合による

払込みは2025年３月25日（火）を予定しています。また、上記以外の割当予

定先による払込みは2025年３月31日(月)を予定していますが、本第三者割当

増資は、外国為替及び外国貿易法に基づく必要な手続が完了していることを

前提条件としており、当該手続が2025年３月31日(月)までに当該手続が完了

しなかった場合には、予定している払込期日とは異なる日に行われる可能性

があります。また、申込期間中に、当該手続が完了しない場合には、本第三

者割当増資に関する払込みが行われない可能性があります。

株主総会参考書類

第1号議案　第三者割当による新株式発行及び第15回新株予約権発行の件

　本議案は、第三者割当により発行される新株式（以下、「本新株式」といいます。)及び第15回新株予

約権（以下、「本新株予約権」といい、本新株式と併せて「本第三者割当増資」といいます。)の発行を

行うことについて、本第三者割当増資に伴う希薄化率が25％以上であることから、株式会社東京証券取

引所（以下、「東京証券取引所」といいます。)の定める有価証券上場規程432条の規定に基づき、本第

三者割当増資について、株主の皆様の普通決議による承認をお願いするものであります。

１．募集の概要

＜本新株式の募集の概要＞
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

(1)割当日 2025年４月25日

(2)新株予約権の総数 213,000個（新株予約権１個につき 100株)

(3)発行価額 総額132,912,000円（新株予約権１個当たり624円）

(4)当該発行による潜

在株式数
21,300,000株

(5)資金調達の額 2,071,212,000円

（内訳）

新株予約権発行分　　132,912,000円

新株予約権行使分　1,938,300,000円

上記資金調達の額は、本新株予約権の払込金の総額に、すべての本新株

予約権が行使されたと仮定して算出された金額の合計額です。本新株予

約権の権利行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得した本新

株予約権を消却した場合には、上記資金調達の額は減少します。

(6)行使価額 91円

(7)募集又は割当方法

　 （割当予定先） GCL Nihon株式会社 63,000個

SQY HK Investment Limited 63,000個

O2O Solution Limited 55,000個

ASHE Holding Limited 32,000個

第三者割当ての方法により、次の者に割り当てます。

　

(8)その他 ①前記各号については、金融商品取引法に基づく有価証券届出書の届出

の効力が発生していること、及び本臨時株主総会において本第三者割

当増資に係る議案が普通決議によって承認されることを条件としま

す。

②本新株式及び本新株予約権を引き受けるGCL Nihon株式会社の本第三者

割当増資に係る払込は、外国為替及び外国貿易法に基づく必要な手続

が完了していることを前提条件としており、当該手続が払込期日まで

に当該手続が完了しなかった場合には、本第三者割当増資に関するGCL 

Nihon株式会社による払込みが行われない可能性があります。

＜本新株予約権の募集の概要＞

（注）末尾に本新株式及び本新株予約権の発行要項を添付しております。
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

２．募集の目的及び理由

（1）資金調達の主な目的

・当社の現状

　当社は、“つながるデジタル・コミュニケーション基盤”の実現及び提供を目指し、スマート

フォン、パソコン、テレビなどのあらゆるデバイスで、テキスト、音声、映像を通じて、人々が

ストレスを感じることなく円滑にコミュニケーションできるよう、当社が長年の技術開発で蓄積

してきた音声及び映像のメディア処理技術、並びにIP電話のコア技術を基に、積極的な研究開発

投資を行い、新たな製品・サービスを提供することで、事業規模及び収益の拡大を図ってまいり

ました。

　また、2021年11月には、当社グループが展開する自然会話AIプラットフォームである

「commubo（コミュボ）」などのボイスコンピューティングコミュニケーション分野に隣接する

Webコミュニケーション製品・サービスを提供する株式会社サイト・パブリス（以下、「サイト・

パブリス社」といいます。）を完全子会社化しました。これにより、電話に加え、Webを含めたイ

ンターフェース（顧客接点）を獲得し、当社が顧客の皆様に対して提供する製品及びサービスの

価値の増加を目指してまいりました。

　当社は、中期経営計画（2022年３月期～2024年３月期）の基本方針として、①既存事業の再構

築と事業基盤の強化、②財務基盤の充実と戦略的な投資計画の実行、③資本・業務提携、M&Aによ

る事業拡大、及び④株主還元策の充実を掲げて事業を遂行してまいりました。その結果、同期間

における売上高は、2022年３月期が377百万円、2023年３月期が763百万円、2024年３月期が889百

万円となり、毎期増収を確保することができました。しかしながら、受注の遅れや、外注費の増

加、ソフトウェアの減価償却費、子会社化した株式会社サイト・パブリスののれん償却費等によ

り、営業利益は2022年３月期が△17百万円、2023年３月期が△52百万円、2024年３月期が△164百

万円と３期連続で営業損失を計上しております。これまでの業績低迷等により、当社は継続企業

の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、継続企業の前提に関する

事項の注記を付しております。また、当社は、現時点において東京証券取引所グロース市場の上

場維持基準のうち、時価総額についての基準を満たしておりません。そのため、当社は2025年３

月期を計画達成期限と定めた上場維持基準への適合に向けた計画書を東京証券取引所へ提出して

います。なお、2025年４月１日以降、１年以内（改善期間）に時価総額についての基準を充足で

きなかった場合には、監理銘柄・整理銘柄（原則として６か月間）に指定され、その後上場廃止

となります。

　このような状況において、当社は、当社事業の安定化を図ることが持続的な成長に不可欠であ

ると認識し、プロダクト開発、プロダクトの認知向上を目的としたマーケティング活動、人材採

用などに経営資源を投下してまいりました。持続的な成長に関しては、当社の主力製品である自

然会話AIプラットフォーム「commubo（コミュボ）」、クラウド電話サービス「telmee（テルミ

ー）」、Webサイトやコンテンツを構築・管理・更新できるシステム「SITE PUBLIS（サイトパブ

リス）」及び使いやすさと拡張性の高い「SITE PUBLIS Connect（サイトパブリスコネクト）」の

事業展開をさらに積極的に推進し、収益の向上を図ることで企業価値の向上を目指してまいりま

した。

　また、持続的な成長に向けた投資の実行と収益力の向上を図るため、引き続き非連続の成長を

見据えた投資の三本柱として、「研究開発」、「PR（マーケティング）活動」及び「人材の強

化・育成」への適切な投資を実施し、事業の安定化を模索してまいりました。

　以上の結果、2025年３月期第１四半期の売上高は、163百万円（前年同期比7.1％減）、営業損

失44百万円（前年同期は42百万円の営業損失）、経常損失44百万円（前年同期は36百万円の経常
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

損失）、親会社株主に帰属する四半期純損失43百万円（前年同期は40百万円の純損失）となり、

当中間連結会計期間の売上高は、393百万円（前年同期比1.8％増）、営業損失13百万円（前年同

期は72百万円の営業損失）、経常損失14百万円（前年同期は72百万円の経常損失）、親会社株主

に帰属する中間純損失24百万円（前年同期は84百万円の純損失）となりました。

　当社は、2020年３月期まで９期連続で営業損失を計上しており、2021年３月期において黒字転

換を果たしたものの、2022年３月期以降再び営業損失を計上しており、業況回復の兆しがあると

はいえ2025年3月期第２四半期（中間期）でも営業損失となり、2025年3月期第２四半期（中間

期）末時点での現預金残高は184百万円、純資産合計は147百万円となっております。当面の事業

資金は確保しているものの、早期に業績回復を達成するための事業資金の確保が困難な状況とな

っております。そのような状況下において、当社は既存取引先との資本業務提携による当社のコ

ア事業であるボイスコミュニケーション事業の強化を最優先課題として検討してきました。当社

の保有する音声認識エンジンは、日本語特有の言語処理に対応した技術を保有しており、今後の

業務自動化の市場拡大に伴い音声認識技術の需要も増加することが見込まれ、その中でも日本語

の音声認識技術は他の言語と比べて難易度が高く、当社の音声認識技術の強みを発揮できる事業

領域と考えております。また更なる技術開発として、お客様固有のリアルタイム情報を活用した

カスタマーサポート向けの生成AI技術の開発にも取り組んでおります。当社の手元現預金残高が

限られており当社単独での開発では限界があることから、アライアンスにより経営資源を補完し

開発スピードを速めるため既存取引先との資本業務提携を優先して検討してきました。並行して

当社は、当社のコア技術の隣接技術をもち生成AI技術開発を促進でき、販売においても相乗効果

を得られる企業との資本業務提携、及び当社のコア事業における技術をこれまでと異なる業界へ

適用する業態変更等を含めた事業ポートフォリオの見直し、並びにそのための資金調達を検討し

てまいりました。

・既存事業の強化及び新規事業の展開による事業拡大の検討

　そのような中で、当社に対して2024年１月頃から上場維持基準の適合に向けた提案を行い、当社

事業の安定化や業務資本提携を含めた業容拡大に関する検討を一緒に行っていた株式会社エンジ

ェル・トーチ（代表者：代表取締役社長　木津　明　所在地：東京都千代田区内幸町二丁目２番

３号　日比谷国際ビル５階）（以下、「エンジェル・トーチ社」といいます。）を当社のファイ

ナンシャル・アドバイザーとして任命し、国内外を問わず当社事業の発展を共に推進できるパー

トナーの探索を進めてまいりました。

　エンジェル・トーチ社は、東京証券取引所プライム市場に上場する株式会社ＡＤワークスグルー

プの100％子会社であり、CVC（コーポレート・ベンチャー・キャピタル）事業、並びに株式及び

新株予約権の引受け、財務戦略アドバイザリー業務、IRアドバイザリー業務、M&Aアドバイザリー

業務等のファイナンスアレンジメント事業を展開しており、当社事業を深く理解し当社のニーズ

にマッチしたことから、ファイナンシャル・アドバイザーとして任命したものです。

　2024年９月にエンジェル・トーチ社より、当社への出資候補先企業としてAshe Capital 

Management Limited（以下、「ACM社」といいます。）、GCL Nihon株式会社（以下、「GCL社」と

いいます。）及びニューセンチュリーキャピタル株式会社（以下、「NCC社」といい、上記３社を

併せて「出資候補先３社」といいます。）の紹介を受け、出資候補先３社と当社事業の安定化に

ついて協議を重ねてまいりました。

　出資候補先３社は、(Ⅰ) ACM社の代表取締役である林　暁峰氏と業務システム開発、先端技術

開発及び組込みシステム開発を行うノアソリューション株式会社（代表者：代表取締役　白　光

一　所在地：東京都品川区南大井六丁目21番12号　大森プライムビル８階）（以下、「ノアソリ

－ 7 －



2025/02/14 14:34:31 / 24192296_株式会社ソフトフロントホールディングス_臨時招集通知_電子提供措置用

第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

ューション社」といいます。ノアソリューション社については、2025年１月27日付で公表しまし

た「ノアソリューション株式会社との業務提携に関する基本合意書締結に関するお知らせ」をご

参照ください。）の取締役金泰勇氏は従前より投資家を通じて親しい関係にあり、同社が保有す

るAI関連技術、並びに(Ⅱ)今後日本でも普及が見込まれるAIデータセンターを活用した事業を実

現化するために、東京証券取引所グロース市場に上場しており情報通信セクターに属するIT関連

企業において、今後成長が見込まれるAI関連ビジネスで連携可能なパートナー企業を検討してい

たところ、エンジェル・トーチ社を経由して2024年９月上旬頃に出資候補先３社のファイナンシ

ャル・アドバイザーであるキャピタルソリューションズ株式会社（代表者：代表取締役　小林伸

光　所在地：東京都練馬区中村北四丁目４番２―304号）から出資候補先３社に対して当社が紹介

されました。

　その後、当社、出資候補先３社及びノアソリューション社で協議を進める中で、ノアソリュー

ション社が保有するAI技術をコンタクトセンター事業者向けに応用し当社の音声認識技術と連携

させることで、(i)当社の既存事業であるボイスコミュニケーション事業の製品及びサービスの汎

用性を高め、カスタマーサポート、医療、教育、エンターテインメントなど、さまざまな分野で

の事業展開が可能であること、(ii)AIデータセンター事業を行うことで当社の顧客からの要望が

多かった顧客専用環境でのサービス提供が可能になること、また、(iii)生成AIのトレーニングや

運用には大量の計算資源が必要であり、そのために大量の電力が消費されるものの、AIデータセ

ンター事業への電力供給を行う蓄電事業を新たな事業領域として加えることで、当社のボイスコ

ミュニケーション事業を社会・環境問題をはじめとするサステナビリティを巡る問題を解決しつ

つ、急速に活用が広がる生成AI市場への事業展開に繋げることができ、当社の企業価値、ひいて

は株式価値向上に繋げることができると考えるに至りました。

　また、現在、当社は東京証券取引所グロース市場の上場維持基準のうち時価総額についての基

準を満たしておりませんが、当社が東京証券取引所へ提出した2025年３月期を計画達成期限と定

めた上場維持基準への適合に向けた計画書を達成する上でも、既存事業であるボイスコミュニケ

ーション事業の強化、及びAIデータセンター事業等の新規事業領域への進出が必要であると判断

しました。

　なお、当初は出資候補先３社及びREGROWTH有限責任事業組合が推薦したGCL社が関与するファン

ド２社（名称は不特定）を含めた合計５社に対して、本第三者割当増資を行う方向で交渉を進め

てきましたが、以下に記載する理由により割当予定先を一部変更することとなりました。各割当

予定先に関する詳細については、後記「６.割当予定先の選定理由等　（１）割当予定先の概要」

をご参照ください。

a)　当初、REGROWTH有限責任事業組合の組合員として出資予定であったPlunkett Capital 

Holdings Limited及び潘　立輝氏は、香港在住の投資家であるところ、香港在住の投資家が

日本で組成された有限責任事業組合を通じて日本の上場会社株式を取得する場合、源泉徴収

が問題となり得る旨をPlunkett Capital Holdings Limited及び潘　立輝氏の顧問税理士より

指摘を受けたため、それぞれが自らのアカウントにて投資を行うこととなりました。

b)　当初、REGROWTH有限責任事業組合の組合員として出資予定であった奥野　量巳氏及び木村　

吉克氏より、REGROWTH有限責任事業組合の他の組合員とのコミュニケーション上の問題の懸

念から、奥野　量巳氏及び木村　吉克氏が2024年７月１日付けで組成した有限責任事業組合

三井キャピタルインベストメントを通じて出資を行いたい旨の依頼がありました。そのた

め、有限責任事業組合三井キャピタルインベストメントが新たな割当予定先として参加する

ことになりました。

c)　当初、ACM社は、自らのファンドでの出資を検討していましたが、デューディリジェンスの
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結果、今回の出資を自らのファンドを通じて行うことが難しいとの判断となりました。しか

し、当社に対する出資に前向きなスタンスであったACM社の代表取締役である林　暁峰氏が、

ACM社が運営するファンドのLPであるPlunkett Capital Holdings Limited、ACM社の元メンバ

ーが経営するO2O Solution Limited及びASHE Holding Limitedに対して本第三者割当増資へ

の出資の可能性について打診を行ったところ、当該３社よりAIとクリーンエネルギーに関し

て従前より関心を持っていた旨の回答が得られたことから、当該３社が割当予定先として参

加することになりました。

d)　また、GCL社は、今回の当社への出資が日本の上場企業に対する初の投資案件となるとこ

ろ、従前よりGCL社と共通の投資理念を有するPotus Helios Fund VII、JHY Development LPF

に対して本第三者割当増資への出資の可能性について打診したところ、JHY Development LPF

の友人のファンドSQY HK Investment Limitedが紹介された。3社はAI及びクリーンエネルギ

ーに対して関心を持っている旨の回答が得られたことから、当該３社に割当予定先として参

加いただくことになりました。

（2）資金調達の方法として本新株式及び本新株予約権を選定した理由

　当社は、本第三者割当増資の実施にあたり、各種資金調達方法について慎重に比較検討を進め

てまいりました。

(i)　資金調達の実現可能性、並びに(ii)新規の銀行借入による資金調達が、与信枠の確保や借

入コストの負担及び当社グループの財政状態から困難であると考えられることから、既存株

主の皆様の株式保有割合希薄化が生じることが懸念されるものの、間接金融ではなく、直接

金融での資金調達を行うことといたしました。

　直接金融のうち、公募による新株式発行については、現在の当社の業績や株価動向の状況

等を考慮すると、引受証券会社を見つけることは困難であり、調達に要する時間が長く、か

つ、コストが第三者割当増資による場合よりも割高であるため、現時点における資金調達方

法としては合理的ではないと判断いたしました。

　また、第三者割当による資金調達には、新株式、新株予約権又は転換社債型新株予約権付

社債の発行が考えられるところ、転換社債型新株予約権付社債発行による資金調達は、①発

行当初に当初想定の金額が調達できること、②即時の希薄化が生じないこと及び③利益成長

に応じた株価上昇に伴い株式への転換進捗が想定されていることから、株価への影響が相対

的に少ないことが期待される一方で、当社の株価動向等によっては、社債の満期までに全額

転換が行われず未転換分の社債残高を償還する必要が生じる可能性があり、必要資金の確保

及び財務基盤の強化における不確実性が残ることになるため、現時点における資金調達方法

としては合理的ではないと判断いたしました。

　新株予約権のみによる資金調達は、権利行使の状況に応じて即時に希薄化が発生すること

を避けることができますが、当該新株予約権が行使された時点で実質的な資金を調達するこ

ととなるため、当社の株価動向次第では資金調達が進まない可能性、実際の調達金額が当初

想定していた金額を下回る可能性が懸念されます。そのため、転換社債型新株予約権付社債

発行による資金調達と同様、新株予約権のみによる資金調達は、現時点における資金調達方

法としては合理的ではないと判断しました。

　新株式発行による資金調達は、株式価値の希薄化を一時的に引き起こし、既存株主の皆様

の利益を損なうおそれがありますが、確実に必要資金を調達できるメリットがあることか

ら、現時点における資金調達方法として最も合理的であると判断し、割当予定先と新株式発

行による資金調達を行う前提で交渉を重ねてまいりました。しかし、割当予定先との交渉に
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おいて、割当予定先より、当社の業績や株価動向を勘案すると必要資金の全額について新株

式で引き受けることが難しく、一部を新株予約権で引き受けたいとの要望がありました。当

社としても当社グループの資金ニーズである36億円全てを新株式の発行により調達すること

によって一度に大幅な希薄化が生じることを回避することができるメリットがあることか

ら、必要資金の一部を新株予約権により調達することについても、必要資金の全てを新株式

発行により調達することと併せて検討を進めてまいりました。

　新株式と合わせて新株予約権の割り当てを実施することで、①短期的な株価に大きな影響

を及ぼす可能性を軽減できること、②一般的に低資金コストで多額の調達が可能であるこ

と、③長期かつ安定的な資金調達が可能であり、かつ自己資本充実が期待できること、④資

金使途の支出時期が段階的になること等の観点から、下記「（本新株予約権の特徴）」に記

載した本新株予約権の特徴及び留意事項、他の資金調達方法との比較を踏まえ、本新株式の

発行と本新株予約権の発行を組み合わせた方法が資金調達手段として最適であると判断し、

各割当先と協議し新株式及び新株予約権を併用する方法を選択しました。

（本新株予約権の特徴）

　本新株予約権の内容は、新株予約権の行使価額と対象株式数を固定することにより、既存株主

の皆様に生じる株式価値の希薄化が抑制されるように定められており、以下の特徴、並びにメリ

ット及びデメリットがあります。当社としては、本新株式と本新株予約権の発行を併用する資金

調達方法を採用することにより、本新株予約権の下記のデメリットを軽減させることができ、本

第三者割当増資が他の資金調達方法と比較して優れているものと判断しております。なお、当社

は割当予定先に、本新株予約権の行使を行う上で、当社の資金ニーズ及び市場環境等を勘案しな

がら、適宜行使を行っていくことを共通認識として確認しております。

[本新株予約権の特徴]

①　行使価額及び対象株式数の固定

　本新株予約権の内容は、価格修正条項付きのいわゆるＭＳＣＢやＭＳワラントとは異なり、行

使価額が固定されており、将来的な市場株価の変動によって行使価額が変動することはありませ

ん。

　また、本新株予約権の対象株式数も発行当初から発行要項に示される株式数で固定されてお

り、将来的な市場株価の変動によって潜在株式数が変動することはありません。

②　譲渡制限

　本新株予約権は、割当予定先に対する第三者割当ての方法により発行されるものであり、当社

と割当予定先との間で締結される予定の総数引受契約にて、本新株予約権の譲渡には当社取締役

会の承認を要する旨の制限を定める予定です。

［メリット］

①　株式価値希薄化への配慮

　本新株式の発行と本新株予約権の発行を組み合わせて資金調達を行うことにより、当面の資金

需要に対応しつつも、急激な希薄化を抑制することができます。

②　取得条項と資金調達の柔軟性

　本新株予約権には、2026年９月以降いつでも一定の手続を経て、当社は本新株予約権の全部又

は一部を取得することができる旨の取得条項が付されております。かかる取得条項により当社

は、将来的に資金調達ニーズが後退した場合又はより有利な他の資金調達手法が確保された場合
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には、その判断により取得条項に従い本新株予約権者の保有する本新株予約権の全部または一部

を発行価額相当額で取得することができ、本新株予約権の発行後も資本政策の柔軟性を確保する

ことができます。

　なお、本新株予約権に買取請求権（取得条項）を設定することは、当社の資本政策の柔軟性を

確保する観点からも、割当予定先の行使を促すという観点からも、当社にとっては有利でありま

す。

［デメリット］

①　当初に満額の資金調達ができないこと

　新株予約権の特徴として、新株予約権者による権利行使があって初めて、行使価額に行使の対

象となる株式数を乗じた金額の資金調達がなされます。そのため、本新株予約権の発行当初に満

額の資金調達が行われるわけではありません。

②　株価低迷時に、資金調達額が減少する可能性

　本新株予約権の行使期間中、当社の株価が行使価額を下回って推移し、本新株予約権の割当予

定先による行使が期待できない場合等、資金調達額が減少する可能性があります。

③　資金調達の時期の不確実性

　当社の株価が本新株予約権の行使価額を超えている場合でも、本新株予約権の割当予定先が本

新株予約権を行使するとは限らず、資金調達の時期には不確実性があります。

（他の資金調達方法との比較）

　上記「（資金調達の方法として本新株式及び本新株予約権を選定した理由）」に記載されてい

る手法以外に、当社は以下の資金調達方法について検討いたしました。

①　コミットメント型ライツ・オファリング

　当社が金融商品取引業者と元引受契約を締結するコミットメント型ライツ・オファリング

は、国内で実施された実績が乏しく、他の資金調達手法としてまだ成熟が進んでいない段階に

あると考えられます。また、引受手数料等のコストが増大することが予想され、現時点におけ

る資金調達方法としては合理的でないと判断いたしました。

②　ノンコミットメント型ライツ・オファリング

　当社が金融商品取引業者と元引受契約を締結せずに新株予約権の行使が株主の決定に委ねら

れるノンコミットメント型ライツ・オファリングは、株式会社東京証券取引所有価証券上場規

程により、最近２年間において経常利益の額が正である事業年度はない場合にはノンコミット

メント型ライツ・オファリングは実施できないとされているところ、当社はかかる基準を満た

しておらず、ノンコミットメント型ライツ・オファリングを実施できない状況にあります。
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

①払込金額の総額

3,801,215千円

（内訳）

本新株式の発行による調達資金　　　1,730,003千円

本新株予約権の発行による調達資金　　132,912千円

本新株予約権の行使による調達資金　1,938,300千円

②発行諸費用の概算額

175,143千円

（内訳）

登記関連費用、新株予約権の価値評価費用、弁護士費用、フィナンシ

ャル・アドバイザー費用、有価証券届出書作成費用、本第三者割当増

資に係る当社デューディリジェンス費用及びその他事務費用（株主総

会費用等）

③差引手取概算額 3,626,072千円

具体的な使途 金額 支出予定時期

①AIを活用したコンタクトセンター向け既存事業商品

の強化
403百万円 2025年4月～2026年３月

②AIデータセンター事業に係る設備投資資金 800百万円 2025年4月～2026年３月

③クリーンエネルギー事業に係る設備投資資金 200百万円 2025年4月～2026年３月

④運転資金 152百万円 2025年4月～2026年３月

合計 1,555百万円

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期

（1）調達する資金の額

(注）１.発行諸費用の概算額には消費税は含まれておりません。

２.発行諸費用の概算額は、登記関連費用12,854千円、新株予約権の価値評価費用400千円、弁

護士費用の10,000千円、フィナンシャル・アドバイザー（株式会社エンジェル・トーチ(代

表者：代表取締役社長　木津　明　所在地：東京都千代田区内幸町二丁目２番３号　日比

谷国際ビル５階))費用129,036千円、有価証券届出書作成費用288千円、デューディリジェ

ンス費用、外国為替及び外国貿易法の審査対応その他総数引受契約のために合理的に必要

な手続に係る費用（但し、合理的な範囲のものに限ります。）（GCL Nihon株式会社(代表

者：王　世宏　所在地：東京都千代田区内幸町二丁目１番１号)）18,000千円及びその他事

務費用（株主総会費用等）4,564千円の合計であります。

３.本新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合には、上記払込金額の総額、発行

諸費用の概算額及び差引手取概算額は減少いたします。

４.登記費用につきましては、新株予約権の権利行使のタイミング、回数等の理由により、変

動いたします。

（2）調達する資金の具体的な使途

　本第三者割当増資による新株式及び新株予約権の発行によって調達する資金の額は合計約36億円

となる予定であり、調達する資金の具体的な使途については、次のとおり予定しています。

＜本新株式の発行により調達する資金の具体的な使途＞

(注）上記の資金使途に充当するまでの間、当該資金は銀行預金等で保管する予定です。
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

①　AIを活用したコンタクトセンター向け既存事業商品の強化に係る資金

　当社の主力製品である自然会話AIプラットフォーム「commubo（コミュボ）」は定型的な電話応

対業務を自動化するボイスボット・サービスであり、コールセンター事業者への販売拡大を図っ

てきました。当社のボイスボットは、(i)既存のCTIシステム（Computer Telephony Interface：

電話応対業務システム）へ直接接続でき、必要に応じて担当窓口のオペレータへ通話転送するな

どの複雑な業務フローに対応できること、(ii)コールセンター事業者が自ら設定・業務改善しな

がら安価にボイスボットを運用できることを特徴とするものであり、オペレータの採用難やコス

ト増に悩むコールセンター事業者に導入が進んでおります。当社の顧客であるコールセンター事

業者は定型的な電話業務をボイスボットに任せ、柔軟で臨機応変な対応が必要となる部分を有人

オペレータで対応する運用が行われております。

　このような中、当社の顧客であるコールセンター事業者から、当該事業者における業務の更な

る生産性向上のため、電話対応業務に関して、生成AI技術を活用して、非定型的な問合せ業務に

もボイスボットを対応させて自動化の範囲を広げること、及び有人オペレータが電話応対する際

の回答支援や応対後のレポート作成支援などオペレータの業務支援を強化する機能の開発が求め

られております。また、当該コールセンター事業者が行うテキストチャット、メール問合せその

他のコンタクトセンターとして総合的な顧客サポート業務に関する、さまざまな顧客導線に対応

できる自動化ソリューションが求められております。

　当社は、ノアソリューション社と業務提携を行うことで、同社がこれまで製造業向けのDXソリ

ューション事業及びモビリティソリューション事業で培った生成AI技術を活用し、コンタクトセ

ンター事業者が持つ商品情報や顧客情報、応対履歴などのデータから顧客サポート業務を高度に

自動化するAI機能を開発し、また、当社が強みとしてきたリアルタイム・コミュニケーション技

術により、電話応対業務だけでなくWebページを通じた音声・ビデオ通話にも対応を広げ、テキス

トチャット、電子メールその他の顧客導線に対応したソリューション製品として拡大を行ってい

く予定です。これらにより既存事業である「自然会話AIプラットフォーム commubo」を、「AIカ

スタマー・コミュニケーション・プラットフォーム commubo」へと強化し、ボイスコミュニケー

ション事業を更に発展させて成長を加速していく予定です。これらに伴うデジタル・コミュニケ

ーション基盤の販売体制強化の資金として403百万円を以下の目的に充当する予定です。なお、当

該資金使途の内訳は以下のとおりです。

a)　生成AI基盤ソフトウェアの開発費：75百万円（2026年3月期に75百万円）

　コンタクトセンターの顧客サポート業務に特化した生成AI基盤ソフトウェアの開発費用に

充当する予定です。

b)　広告宣伝費用：110百万円（2026年3月期に110百万円）

 　展示会出展やデジタルマーケティング及びブランド施策の費用として充当する予定です。

新規顧客の獲得はもとより、当社製品への認知度を高めることで将来的な収益獲得につなげ

る予定です。

c)　採用関連費用および人件費：218百万円（2026年3月期に218百万円）

　販売体制強化としてコンタクトセンター事業者等へ直接あるいはパートナーを通じて拡販

を進める営業および事業推進の人材（5名程度）と、研究開発及び製品開発、導入インテグレ

ーション開発を実施する技術者（10名程度）の採用関連費用及び人件費に充当する予定で

す。
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

②　AIデータセンター事業に係る設備投資資金

　ChatGPTやGeminiを始めとして急速に活用が進む生成AIでは、膨大なデータをAIに学習させ、学

習させたデータを高速で処理する必要があり、そのためのサーバー設備として、AIデータセンタ

ーの需要が急増しています。AIデータセンターとは、高性能なコンピューティングリソースと大

容量のストレージを提供し、AIモデルのトレーニングや推論を効率的に行うためのインフラを提

供するものです。AIデータセンターには、共有の設備を複数のお客様へインターネットを通じて

提供するパブリック・クラウド形態、専用の設備を特定の顧客にネットワークを通じて提供する

プライベート・クラウド形態、及び顧客の事業所内に専用の設備を構築するオンプレミス形態が

あります。

　生成AIで秘匿性の高い情報を扱うには、その企業のみが利用できるプライベート・クラウド形

態あるいはオンプレミス形態のAIデータセンターを利用して、データを厳重に管理することが求

められます。

　当社は、ノアソリューション社と業務提携を行い、同社がこれまで製造業向けのDXソリューシ

ョン事業及びモビリティソリューション事業で培ったAI技術を活用し、製造業や金融業を中心と

した生成AIを高度に活用する企業向けに、プライベート・クラウド／オンプレミスによるAIデー

タセンター事業の展開を行う予定です。当該事業において、ノアソリューション社は、企業の内

部データを学習するローカル大規模言語モデル（ローカルLLM）サービスを基盤とした業務ソリュ

ーションを、PaaS(Platform as a Service)とSaaS(Software as a Service)として提供し、当社

はプライベート・クラウド／オンプレミスによるAIデータセンターのIaaS（Infrastructure as a 

Service）の提供及び運用管理を担う予定です。当社によるIaaSの提供を具体化すると、当社にお

いて日本におけるIaaS運営実績がトップクラスのチームを採用し、高度なセキュリティ環境下で

顧客情報の管理を徹底したAIデータセンターの提供、並びにIaaSサービス及びGPUのレンタル事業

を2025年４月から行っていく予定です。また、このAIデータセンターと既存事業強化におけるコ

ンタクトセンター向けAI機能開発を組み合わせることで、シナジー効果を発揮し、顧客個人情報

のデータセキュリティが重要となるコンタクトセンター市場向けの事業に関するセキュリティを

より一層強化する予定です。これらの開発、人材の採用に伴う資金として800百万円を以下の目的

に充当する予定です。なお、当該資金使途の内訳は以下のとおりです。

a)　GPUサーバー設備費用：691百万円（2026年3月期に691百万円）

　AIデータセンターで膨大な演算処理を行うための設備費用として、GPUサーバーの購入、ハ

ウジング提供されるデータセンター建物内への設置、監視／保守作業を行うサーバールーム

の建設に充当する予定です。AIデータセンターを厳重なセキュリティで運営していくための

設備として予定しています。

b)　採用関連費用及び人件費：109百万円（2026年3月期に109百万円）

　AIデータセンター事業の体制構築として、販売や保守・運用を行う人材（8名程度）の採用

関連費用及び人件費に充当する予定です。
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

具体的な使途 金額 支出予定時期

①AIデータセンター事業強化のための追加設備

投資資金
1,371百万円 2026年４月～2028年３月

②クリーンエネルギー事業強化のための追加設

備投資資金
200百万円 2026年４月～2028年３月

③既存事業強化を目的としたM&A及び業務提携等

に係る資金
500百万円 2026年４月～2028年３月

合計 2,071百万円

③　クリーンエネルギー事業に係る設備投資資金

　生成AIの普及に伴い、電力需要が急増しています。生成AIのトレーニングや運用には大量の計算資

源が必要であり、そのために大量の電力が消費されます。特に、ディープラーニングモデルのトレー

ニングには数週間から数か月の計算時間が必要であり、その間に消費される電力は膨大となります。

これにより、生成AIの普及が進むにつれて、電力需要がさらに増加することが予想されます。

　この電力需要の増加に対応するためには、電力の確保が最大の課題となります。現在、多くの国が

化石燃料を用いた発電に依存しており、これが温室効果ガスの排出や国際的な価格変動の影響を受

け、電力の確保が困難となりやすい原因となっています。再生可能エネルギーを用いた発電を導入す

ることで、エネルギー自給率の向上と温室効果ガスの削減を目指し、環境問題に配慮しつつ必要な電

力を確保する必要があります。当社は、GCL社が今まで培ってきたクリーンエネルギー事業に関するノ

ウハウを活用することで、クリーンエネルギーを活用したAIデータセンター向け発電事業に進出し、

また、当社及びGCL社が共同で中小規模の蓄電所を構築し、2025年10月から運営することを予定してお

ります。そのための設備投資資金として200百万円を以下の目的に充当する予定です。

a)　系統蓄電所の建設費用：200百万円（2026年3月期に200百万円）

　具体的なスキームは本第三者割当確定後にGCL社と協議の上で確定する予定ですが、GCL社のノウ

ハウを活用し、新しくSPCを設立して子会社化及びGK／TKスキームの検討等を行い、系統蓄電所

（８MWh高圧クラスを想定）を1カ所建設する想定です。

④　運転資金

　事業規模拡大に伴って日々の運営に関わる外注費及び人件費等の販売管理費等の短期的な資金の増

加に備えた運転資金の増強として116百万円（2026年３月期に116百万円）、人員増に伴うオフィス移

転費用及び賃借料等諸経費36百万円（2026年３月期に36百万円）を充当する予定です。

＜本新株予約権の発行により調達する資金の具体的な使途＞

（注）１.上記の資金使途に充当するまでの間、当該資金は事業用資金とは別の銀行預金等で保管する予

定です。

２.株価低迷等により権利行使が進まない場合は、手元資金の活用及び新たな資本による調達、又

は、その他の手段による資金調達について検討を行う予定です。

３.また、今後、当社を取り巻く環境に変化が生じた場合等、その時々の状況に応じて、資金の使

途又は金額を変更する可能性があります。資金の使途又は金額に変更があった場合には、速

やかに開示・公表いたします。

４.割当予定先は当社の上場維持を前提としておりますが、上場が維持できなくなった場合におい

ても当該行使期間において権利行使の予定です。

－ 15 －



2025/02/14 14:34:31 / 24192296_株式会社ソフトフロントホールディングス_臨時招集通知_電子提供措置用

第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

①　AIデータセンター事業強化に向けた追加設備投資資金

　上記「〈本新株式の発行により調達する資金の具体的な使途〉②AIデータセンター事業に係る設備

投資資金」に記載しておりますAIデータセンター事業が第１期目に当初予定通り稼働を行った場合、

AIデータセンターのインフラの拡大を行うために追加投資を行う必要があります。具体的には、AIデ

ータセンターの需要増加に応じたデータ処理を行うためのサーバーの増設、AI処理の高速化のための

最新のGPUの追加購入やデータ量の増加に対応するためのストレージ容量の拡張、IaaS運営管理のため

の新たな人材採用が考えられます。そのための追加投資資金として1,371百万円を充当する予定です。

　なお、当該資金使途の内訳は以下のとおりです。

a)　GPUサーバー設備費用：1,293百万円

b)　採用関連費用および人件費：78百万円

　なお、本新株予約権の発行により調達した資金の支出予定時期につきましては、事業の進捗状況に

もよりますが、前倒しにて資金充当する場合もございます。

②　クリーンエネルギー事業に係る追加設備投資資金

　上記「（本新株式の発行により調達する資金の具体的な使途）③　クリーンエネルギー事業に係る

設備投資資金」に記載のとおり、当社とGCL社との共同での中小規模の蓄電所が予定通り売電を開始し

た場合、生成AIの普及に伴う電力需要への対応に向けて、新たにGCL社と共同で中小規模の蓄電所を建

設することを予定しております。生成AIの普及により電力需要が急増している現状を踏まえ、当社は

クリーンエネルギーを活用した持続可能な電力供給体制の構築を目指しています。特に、ディープラ

ーニングモデルのトレーニングには膨大な計算資源が必要であり、そのための電力消費が増加してい

ます。このような背景から、再生可能エネルギーの導入を進めることで、エネルギー自給率の向上と

温室効果ガスの削減を図ることが急務となっています。このための設備投資資金として、200百万円を

充当する予定です。

　なお、本新株予約権の発行により調達した資金の支出予定時期につきましては、事業の進捗状況に

もよりますが、前倒しにて資金充当する場合もございます。

③　既存事業強化を目的としたM&A及び業務提携等に係る資金

　当社はこれまで中期経営計画の中で「資本・業務提携、M&Aによる業容の拡大」をかかげ活動をして

まいりました。アライアンス（業務提携・資本提携）先より販売資源などの経営資源を補完すること

により当社技術のソリューションとしての販売を促進し企業価値向上を図る取組を引き続き行ってま

いります。具体的な分野として以下を計画しています。

a)　現状の技術の隣接分野での強化と顧客基盤を獲得し事業規模を拡大

　当社技術の隣接エリア（生成AIなどに関連した技術やWebでのコミュニケーションにて技術）に

おいて優位性と顧客基盤を持ち当社の販路拡大に直接的な貢献が見込まれる、成長性の高いター

ゲット企業を優先的に選定します。

b)　当社技術を活用した新規事業領域への参入

　音声認識技術などの当社技術を活用して新しい分野での課題をデジタルで解決し新しい製品や

サービスを共同開発することで成長を目指す企業を選定します。
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　また、前記「〈本新株式の発行により調達する資金の具体的な使途〉　①　AIを活用したコンタク

トセンター向け既存事業商品の強化に係る資金]」に記載のとおり、生成AI技術を活用した顧客サポー

ト業務の自動化及び幅広い顧客導線への対応を進めていく中で、コンタクトセンターの多様な業務を

カバーするホールプロダクト化の実現や、顧客課題をヒアリングして導入を推進する提案営業、販売

パートナー企業を開拓して活動を支援するパートナーセールスの強化など多様な活動が必要になりま

す。これら活動の実現にあたり、既に技術やノウハウ、体制を持つ企業との提携が得られる場合に

は、積極的なM&Aや業務提携を実施して事業成長の時間の短縮と、資源の圧縮を図ってまいります。

　上記で掲げたM＆A戦略方針に基づき対象先を選定し、M＆A、資本・業務提携を実施していく予定で

す。

　このようなM＆A、資本・業務提携により、大きな付加価値を創出することが想定できるとともに、

当社グループにおける売上増、利益増大及び技術力の強化等による収益機会の増大効果が期待できま

す。

　なお、現時点において具体的に進行しているM＆A、資本・業務提携案件はないものの、当社方針に

基づきシナジー効果が期待できる対象先として複数社を選定し、案件に必要な資金総額は500百万円を

想定しております。

　また、昨今M＆A、資本・業務提携案件においては、発掘からクロージングまでの期間が短期化する

傾向にあります。

　当社としては、このような背景を考慮して、今回の資金調達により案件が具体的に進んだ場合、機

動的に支出することが可能な資金を予め確保しておくことで、資金調達が間に合わないこと等によ

り、機会損失が生じる可能性を出来る限り減らし、更なる成長機会を積極的に取り込むことができる

と考えております。

　以上の方針に基づき、かかるM＆A、資本・業務提携のための待機資金として、2026年４月から2028

年3月までに合計500百万円を充当することを予定し、今後案件が具体的に決定された場合においては

適時適切に開示いたします。

　なお、M＆A、資本・業務提携のための資金の支出予定期間内において、当社が希望する条件のM＆A

等の案件が成立に至らなかった場合であっても、引き続き案件の発掘・選定を継続し、具体的な案件

が成約した段階で資金を充当する予定であり、現時点において代替使途は想定しておりません。

４．資金使途の合理性に関する考え方

　当社は、本新株式及び本新株予約権の発行により調達した資金を、上記「３．調達する資金の額、使

途及び支出予定時期（２）調達する資金の具体的な使途」に記載の使途に充当していくことで、当社の

安定収益の確保及び企業価値の向上とともに、財務基盤の安定に資するものと考えております。よって

当該資金使途は、企業価値の向上を実現するためのものであり、売上及び利益を向上させるとともに、

今後の迅速かつ持続的な成長に寄与するものであり、合理性があると判断しております。

５．発行条件等の合理性

（1）払込金額の算定根拠及びその具体的内容

①　本新株式

　本新株式の発行価額につきましては、本株式の割当予定先との間で本第三者割当増資により発行

する本株式の払込金額について協議を重ねた結果、当社を取り巻く事業環境、業績動向、財務状

況、上場維持基準の抵触及び足元の株価の急騰等を総合的に勘案し、本新株式の発行に係る取締役

会決議日の前営業日（2025年１月24日）の直前３ヶ月（2024年10月25日から2025年１月24日まで）
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の東京証券取引所における当社普通株式の終値の単純平均値である金額91円（小数点以下を四捨五

入。以下、株価の計算について同様に計算しております。）を基準とし、当該金額の90.1％に相当

する82円といたしました。

　本新株式の発行価額である82円は、本新株式の発行に係る取締役会決議日の前営業日(2025年１

月24日)の終値である126円に対して34.92％のディスカウント （小数点第３位以下を四捨五入。以

下、株価に対するディスカウント率又はプレミアム率の数値の計算について同様に計算しておりま

す。）、直前１ヶ月間の当社普通株式の終値単純平均である108円に対して24.07％のディスカウン

ト、直前３ヶ月間の当社普通株式の終値単純平均である91円に対して9.89％のディスカウント、直

前６ヶ月間の当社普通株式の終値単純平均である81円に対して1.23％のプレミアムとなる金額で

す。

　2024年10月16日に行われました全取締役との協議において本新株式の発行に関して審議を行い、

本新株式の発行は、当社の継続企業の前提に疑義がある状況下で、手元の現預金残高が限られる中

で既存事業の強化及び新規事業の展開を行う上で必要な資金であること、及び本新株式の発行によ

り自己資本比率や財務健全性の向上により、対外的な信用力の改善が期待されること、さらに当社

普通株式の上場維持基準への適合状況等を総合的に勘案し、本新株式の発行は、当社の企業価値及

び既存株主の株主価値向上に資すると考えられることから、必要不可欠であると判断いたしまし

た。

　新株式発行の必要性に加え、割当予定先との協議に基づく本新株式の発行価額についても審議を

行い、割当予定先からの意向として、東京証券取引所における当社普通株式の終値を基礎とし、有

利発行に該当しない範囲内でのディスカウントによる発行価額とすることを前提で検討したい旨を

説明し、取締役会での了承を得ておりました。しかし、割当予定先との協議を進めている中で、当

社株価は、2024年11月中旬より業績予想の修正等の特段の事由を伴うことなく上昇し、割当予定先

を代表してGCL社及びREGROWTH有限責任事業組合との間で本新株式の発行価額に関する協議を行っ

ていた株価水準と相当程度の乖離が生じたことから、2024年12月17日に割当予定先より、本新株式

の発行価額を取締役会決議日の前営業日の株価ではなく、一定期間の平均株価を基準として採用し

てほしい旨の打診がありました。そこで本新株式の発行価額に関して、ファイナンシャル・アドバ

イザー及び弁護士（柴田・鈴木・中田法律事務所）も交えて検討を重ね、以下に記載する理由によ

り取締役会決議日の前営業日までの直前３ヶ月間の当社普通株式の終値の単純平均値である91円を

9.89％ディスカウントした金額が妥当であると判断いたしました。

　取締役会決議日の前営業日までの直前３ヶ月の終値の単純平均値である91円を9.89％ディスカウ

ントした金額を発行価額としたのは、以下の理由によるものであります。

a)　日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」によれば、第三者割当増資にお

ける発行価額は、原則として、株式の発行に係る取締役会決議の直前営業日の価額に0.9を乗

じた額以上の価額であることとされておりますが、当該指針の例外規定として、直近日又は直

近日までの価額又は売買高の状況等を勘案し、株式の発行に係る取締役会決議の直前日までの

一定期間（最大６ヶ月）の平均値に0.9を乗じた額以上とすることも認められております。

b)　直近1年間の当社の株価は、(i)2024年４月８日に生じた一時的な急騰（終値101円、前日比

騰落率29.49％、前日比株価1.29倍）及び(ii)後述する2024年11月15日から直近の取引日まで

の期間（終値の最高値は2025年１月24日の126円）の高騰を除き、総じて下落傾向にありまし

た。直近1年間のうち、前日比の騰落率が10％を超えて株価が上昇したのは、2024年4月8日に

生じた急騰（上記(i)）を除けば、2024年11月19日及び同年12月18日、2025年１月23日（上記

(ⅱ)）に限定されます。その後、事業計画等の適時開示を行った場合等に前日比の騰落率が

5％を超えて上昇することもありましたが、10％を超える上昇は2024年11月まではありません
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でした。しかし、2024年11月19日に株価が86円（前日比1.1倍）となり、その後も株価は上昇

傾向を続け、2024年12月18日に株価が109円（前日比1.18倍）、2025年1月23日に株価が119円

（前日比1.17倍）となりました。また、2024年11月14日を最終日とする１ヶ月間単純平均値は

70円、2024年12月14日を最終日とする１ヶ月間単純平均値は86円（前月比1.23倍）、2025年１

月14日を最終日とする１ヶ月間単純平均値は104円（前月比1.21倍）となるなど、直近１年間

の下落傾向に反する急激な増加傾向を示しています。また、当社株式の売買出来高は、2025年

１月14日を最終日とする１ヶ月単純平均値では895,371株であり、2024年12月14日を最終日と

する１ヶ月単純平均値の584,067株と比べて約1.53倍、2024年11月13日を最終日とする１ヶ月

単純平均値88,491株の約10.12倍に増加しています。また、2024年7月1日以降2024年11月14日

までは、１日における売買出来高が10万株未満にとどまる場合が殆どであり、最も出来高が多

い日でも2024年8月15日の65万1,600株が最高値でありました。他方、同年11月15日の出来高は

331万3,000株と、前日の約9.53倍となり、その後現在に至るまで、１日の出来高が100万株を

超える日が８日、200万株を超える日が５日となっています。また、１日の出来高が10万株を

超える日は、2024年9月15日から同年10月14日までは18営業日中1営業日のみ、2024年10月15日

から同年11月14日までは22営業日中6営業日のみでありましたが、2024年11月15日から同年12

月14日までは21営業日中18営業日、2024年12月15日から2025年１月14日までは17営業日中17営

業日、2025年１月15日から2025年１月24日までは８営業日中８営業日でありました。

c)　株価高騰の開始時期について、当社株式の終値は、2024年11月15日に2024年８月14日以来の

70円台後半（75円）となり、その翌日以降も株価が上昇し、2024年11月19日の終値は、2024年

６月27日以来の80円台後半（86円）となりました。その後、2024年12月９日の終値は92円、

2024年12月12日の終値は103円と、徐々に株価が上昇し続け、2024年12月18日以降、2025年１

月24日まで、100円を下回ることはありませんでした。以上に加えて、上記のとおり2024年11

月14日以前の１ヶ月間単純平均値が下落傾向にあることも踏えますと、当社株式の価額が継続

的な値上がりをし始めたのは、2024年11月15日からであり、同日から現在まで高騰を続けてい

る状態といえます（以下、「本件高騰」といいます。）。

d)　市場指数との比較では、当社株式が上場している東証グロース指数及びTOPIX業種別株価指

数（情報・通信業）において大きな値動きは認められておりません。(ⅰ)当社株式が上場して

いる東証グロース指数においては、2024年11月24日を最終日とする1ヶ月間単純平均値は

799.93、2024年12月24日を最終日とする1ヶ月間単純平均値は816.23（前月比1.02倍）、2025

年1月24日を最終日とする1ヶ月間単純平均値は815.46（前月比1.00倍）となっており、（ⅱ）

TOPIX業種別株価指数（情報・通信業）においては、2024年11月24日を最終日とする1ヶ月間単

純平均値は5,880.56、2024年12月24日を最終日とする1ヶ月間単純平均値は6,029.48（前月比

1.03倍）、2025年1月24日を最終日とする1ヶ月間単純平均値は5,968.56（前月比0.99倍）とな

っております。

e)　一方、2024年11月24日以降の当社株価の推移は、2024年11月24日を最終日とする1ヶ月間単

純平均値は74円、2024年12月24日を最終日とする1ヶ月間単純平均値は92円（前月比1.24

倍）、2025年1月24日を最終日とする1ヶ月間単純平均値は108円（前月比1.17倍）となるな

ど、直近３ヶ月間の東証グロース指数及びTOPIX業種別株価指数（情報・通信業）と比較する

と高い上昇率を示しております。そのため本件高騰は、市場全体の状況に沿うものや、属する

業界の全体的な値上がりにも沿うものとして理由付けられるものでもないと考えております。

f)　また、当社の売上高は、2022年３月期が377百万円、2023年3月期が763百万円、2024年３月

期が889百万円であり、前年の売上高をいずれも相当程度上回っています。もっとも、営業利

益は2022年３月期がマイナス17百万円、2023年３月期がマイナス52百万円、2024年３月期がマ
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イナス164百万円と3期連続で営業損失を計上しています。また、当社は、これまで無配を続け

ており、2025年3月期第１四半期及び同第2四半期のいずれの決算短信でも無配の予想を続けて

います。さらに、会社の連結財政状態である総資産、純資産の数字においても2025年３月期第

１四半期及び同第２四半期のいずれの決算短信でも大きな上昇は存在しておりません。本件高

騰の前後や本件高騰中において、少なくとも売上高等の数値から当社の客観的価値が向上し、

それによって株価が高騰しているとは認められないと考えております。

g)　取締役会決議日の直前営業日を基準とした過去３ヶ月間における終値の最高値は126円

（2025年１月24日）、最安値は69円（2024年10月25日）と1.83倍の大きな格差が存在し、直近

１年間の最安値である61円（2024年８月５日）とは倍額以上の格差が存在します。当社として

は、本新株式の発行による資金調達が既存事業の強化及び新規事業の展開のため必要不可欠で

あること、既存株主様にとっても上場維持基準の適合の可能性かつ経営の安定化につながるこ

と、及び当社の継続企業の前提に疑義がある状況下で割当予定先より出資に応じていただく判

断をしていただいたということから、取締役会決議日の直前営業日の終値や、取締役会決議日

の直前営業日までの１ヶ月間の終値平均値を採用するのではなく、当社株式の高騰が2024年11

月15日以降から現在まで２ヶ月以上にわたって生じていることを考慮し、当該高騰による公正

な発行価額算定への影響を排除する観点から、より長期的に３ヶ月の終値平均値を元に発行価

額を算定することが相当であると判断いたしました。

h)　また、(i)日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」では一定期間の終値

平均価額から10％までのディスカウントが認められていること、(ⅱ)割当予定先との交渉にお

いて10％程度のディスカウントが必要であるとの意向が示されたこと、(ⅲ)当社普通株式の上

場維持基準への適合状況等を総合的に勘案すると当該条件での本新株式の発行は当社の企業価

値及び既存株主の株主価値向上に資するものであり、当該条件での発行はやむを得ないと考え

られることから、取締役会決議日の前営業日までの直前３ヶ月の終値の単純平均値である91円

を9.89％ディスカウントした金額である82円を発行価額とすることにいたしました。

　なお、本件高騰が２ヶ月以上継続していることからすると、３ヶ月平均を基準として採用す

る場合でも、採用した一定期間の大部分は本件高騰が生じていたことになり、必ずしも公正な

発行価額を算出するための一定期間として適切か否かは明らかではありません。したがって、

本件高騰による公正な発行価額の算定への影響を排除する観点からは、より長く６ヶ月の平均

価額を採用することにも一定の合理的な理由が認められると考えます。この場合、６ヶ月の平

均株価は81円であるため、上記82円の発行価額は６ヶ月平均株価に対して1.23％のプレミアム

となる金額であり、当該観点からも日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指

針」に照らして有利発行に該当しないとの評価が可能と考えられます。

i)　また、当社は「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期（１）調達する資金の額②発

行諸費用の概算額」に記載のとおり、割当予定先のデューディリジェンス費用、外国為替及び

外国貿易法の審査対応その他総数引受契約のために合理的に必要な手続に係る費用（但し、合

理的な範囲のものに限ります。）を合計18,000千円(税別)を限度として負担することが予定さ

れています。もっとも、(I)当社による当該費用の負担は、本新株式の発行価額に影響を及ぼ

すものではなく、当該費用負担は上記の有利発行該当性の判断に影響を与えるものではないと

考えます。また、(II) (i)当社普通株式の上場維持基準への適合状況、(ⅱ)今回の資金調達

が、当社グループが今後収益を確保しかつ安定的に成長していくためには必要不可欠であり、

既存株主の皆様の利益につながるものであること、(ⅲ)現時点で割当予定先以外の適切な出資

者が存在しないこと、(iv)当該費用は最大でも発行諸費用の合計額の10.28％に留まること、

(v)割当予定先によるデューディリジェンス費用等を発行会社が負担することも投資実務上発
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生し得ること等を踏まえると、当該費用は、本第三者割当増資に伴い必要的に発生するもので

あり、発行諸費用として当社が負担することは合理的と考えています。したがって、当該費用

負担は上記の有利発行該当性の判断に影響を与えるものではないと考えております。よって、

本臨時株主総会で、特別決議による承認を得ることとしておりません。

　なお、当社の監査等委員会３名（全員が社外取締役)からも、2024年11月15日以降の当社株

価の推移は、東証グロース指数及びTOPIX業種別株価指数（情報・通信）の推移と大幅に乖離

していること、及び当社の足元の経営成績とは異なる動きをしているとの指摘を受けており、

取締役会における直前営業日の株価ではなく一定期間の平均株価を採用するとの判断は合理的

な判断に基づいて決定されており、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指

針」に抵触するものではないこと、さらに割当予定先のデューディリジェンス費用、外国為替

及び外国貿易法の審査対応その他投資契約のために合理的に必要な手続に係る費用である合計

18,000千円(税別)を負担することも踏まえても、上記のとおり当該費用が本新株式の発行価額

に影響を及ぼすものではないことからすると、本第三者割当増資の発行価額は、直ちに割当予

定先にとって特に有利な価額に該当するものではなく適法と評価できると判断した旨の意見書

を受領いたしております。

②　新株予約権

　当社は、本新株予約権の発行要項に定められた諸条件を考慮した本新株予約権の評価を第三

者算定機関である茄子評価株式会社（所在地:東京都港区麻布十番一丁目２－７ ラフィネ麻布

十番701号室、代表取締役:那須川進一、以下、「茄子評価」といいます。）に依頼しました。

なお、当該第三者算定機関と当社及び割当予定先との間には、重要な利害関係はありません。

　当該算定機関は、価格算定に使用する価格算定モデルの決定にあたって、ブラック・ショー

ンズ・モデルや二項モデルといった他の価格算定モデルとの比較及び検討を実施した上で、本

新株予約権の発行要項及び割当予定先との間で締結する予定の本引受契約に定められたその他

の諸条件を相対的に適切に算定結果に反映できる価値評価モデルとして、一般的な価格算定モ

デルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、当社の株価（発行決定日の前営業

日の終値126円）、ボラティリティ（2.94％）、配当率（0.00％）、無リスク利子率

（0.72％）、行使期間（３年間）、当社と割当予定先の行動等について一定の前提を置き、株

式市場での売買出来高（流動性）を反映して、本新株予約権の評価を実施しています。

　当社は、この評価（本新株予約権１個当たり624円、１株当たり6.24円）を妥当として、本

新株予約権１個の払込金額を金624円としました。また、本新株予約権の行使価額について

は、本新株予約権の発行に係る取締役会決議日の前営業日（2025年１月24日）の直前3ヶ月間

（2024年10月25日から2025年１月24日まで）の東京証券取引所における当社普通株式の終値の

単純平均91円（ディスカウント率０%）といたしました。なお、本新株予約権の行使価額は、

取締役会決議日の前営業日の終値を27.78％下回っておりますが、当社の業績動向、財務状

況、株価動向、上場維持基準の抵触、調達資金の具体的な使途、支出額、支出予定時期、本新

株予約権の行使により発行される株式数及び割当予定先の保有方針及び本新株予約権の行使期

間等を勘案し、割当予定先と協議した上で総合的に判断いたしました。この行使価額は、行使

価額修正条項付きのいわゆるＭＳＣＢやＭＳワラントとは異なり、将来的な市場株価の変動に

よって行使価額が変動することはなく、合理的なものと判断しました。なお、本新株予約権の

行使価額（91円）は、取締役会決議日の前営業日までの直前１ヶ月間の当社普通株式の終値単

純平均である108円に対して15.74％のディスカウント、同直前３ヶ月間の終値単純平均である
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91円と同額、同直前６ヶ月間の終値単純平均である81円に対して12.35％のプレミアムとなっ

ております。

　また、当社監査等委員会３名（全員が社外取締役)より茄子評価は、当社と継続的な取引関

係は無いことから当社経営陣から一定程度独立していると認められること、割当予定先からも

独立した立場で評価を行っていること、また、本新株予約権の価額算定方法としては市場慣行

に従った一般的な方法で行われている茄子評価の新株予約権算定報告書において報告された公

正価値評価額と同額であることから、本新株予約権の発行価額は、割当予定先に特に有利では

なく適法である旨の意見を書面にて受領しております。

(2)発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠

　本新株式の発行により増加する株式数及び本新株予約権に係る潜在株式数は、それぞれ21,097,600

株及び21,300,000株の合計42,397,600株となり、2024年９月30日現在の発行済株式総数30,873,299株

（議決権数308,699個に対して、合計137.33％（議決権ベース137.34％）の希薄化率であります。

　しかしながら、本株式及び本新株予約権により調達した資金を、前述の使途に充当することによっ

て、当社といたしましては、今回の資金調達は、当社グループが今後収益を確保し、かつ安定的に成

長していくためには必要不可欠であり、当社グループの業績が拡大することによって既存株主の皆様

の利益につながるものであると考えております。

　そのため、今回の第三者割当による新株式及び新株予約権の発行による株式の発行数量及び希薄化

の規模は、一定の合理性を有しているものであると判断しておりますが、本第三者割当増資は、既存

株主の皆様に対して25％以上となる大規模な希薄化を生じさせる内容であるため、当社は本臨時株主

総会において、本第三者割当増資の妥当性について、普通決議による承認を得られることを実行の条

件としております。
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①商号 GCL Nihon株式会社

②本店所在地 東京都千代田区内幸町二丁目１番１号

③代表者の役職・氏名 代表取締役　王　世宏

④事業内容
発電事業、再生可能エネルギー及びクリーンエネルギーに関する事業

等

⑤資本金の額 １億円

⑥設立年月日 2023年11月21日

⑦発行済株式数 10,000株

⑧事業年度の末日 ３月31日

⑨従業員数 ６名（2024年10月31日現在）

⑩主要取引先 法人

⑪主要取引銀行 -

⑫大株主及び持株比率 GCL Holdings Limited(HK) 100.0％

⑬当社との関係等

資本関係 該当事項はありません。

人的関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

関連当事者への

該  当  状  況
該当事項はありません。

⑭最近３年間の経営成績及び財政状態 （単位：百万円 特記しているものを除く。）

決算期 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期

純資産 ‐百万円 ‐百万円 93百万円

総資産 ‐百万円 ‐百万円 99百万円

１株当たり純資産 ‐円 ‐円 9,316円

売上高 ‐百万円 ‐百万円 0百万円

営業利益 ‐百万円 ‐百万円 △6百万円

経常利益 ‐百万円 ‐百万円 △6百万円

当期純利益 ‐百万円 ‐百万円 △6百万円

１株当たり当期純利益

（円）
‐円 ‐円 △6,837円

１株当たり配当金（円） ‐円 ‐円 ‐円

６．割当予定先の選定理由等

(1)割当予定先の概要

割当予定先①

（注１）当該会社は、2023年11月設立のため、決算情報を記載しておりません。

（注２）割当予定先の概要欄及び提出者と割当予定先との間の関係の欄は、別途記載のある場合を除

き、2024年12月31日現在におけるものであります。

－ 23 －



2025/02/14 14:34:31 / 24192296_株式会社ソフトフロントホールディングス_臨時招集通知_電子提供措置用

第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

①名称 Potus Helios Fund VII

②所在地 51 Goldhill Plaza #09-06 Singapore 308900

③設立根拠等 投資事業有限責任組合契約に関する法律

④組成の目的 投資

⑤組成日 2021年４月23日

⑥出資の総額 22,831百万円（１億9,800万シンガポールドル）

⑦出資者・出資比率・出資

者の概要
開示の同意が得られていないため、記載しておりません。

⑧業務執行組合員の概要

名称 POTUS Capital Pte. Ltd.

所在地 51 Goldhill Plaza #09-06 Singapore 308900

代表者の役職・氏

名
代表取締役CEO　李　国慶

事業内容 ファンド管理会社

資本金 81百万円（703,605シンガポールドル）

⑨国内代理人の概要

名称 岡三証券株式会社

所在地 東京都中央区日本橋室町二丁目２番１号

代表者の役職・氏

名
取締役社長 兼社長執行役員　池田　嘉宏

事業内容 金融商品取引業

資本金 50億円

⑩上場会社と当該ファンド

との間の関係

上場会社と当該フ

ァンドとの間の関

係（出資の状況）

資本関係・人的関係・取引関係はありません。

また、関連当事者にも該当しません。

上場会社と業務執

行組合員との間の

関係

資本関係・人的関係・取引関係はありません。

また、関連当事者にも該当しません。

上場会社と国内代

理人との間の関係

資本関係・人的関係・取引関係はありません。

また、関連当事者にも該当しません。

割当予定先②

（注１）非公開のファンドである割当予定先に関する一部の情報については、割当予定先の業務執行組

合員の代表取締役CEOである李　国慶氏に確認したものの、シンガポールの個人情報保護法

（PDPA）により規制されており、開示の同意が得られていないため、記載していません。な

お、国別の運用資産額の内訳としては、シンガポール35％、米国20％、香港30％、中国10％、

その他の国５％と聞いております。

（注２）割当予定先の業務執行組合員の資本金の額は便宜上、2025年１月24日現在の外国為替相場の仲

値である１シンガポールドル＝115.31円（株式会社三菱ＵＦＪ銀行公示仲値）で換算しており

ます。割当予定先の概要欄及び提出者と割当予定先との間の関係の欄は、別途記載のある場合

を除き、2024年12月31日現在におけるものであります。
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①名称 JHY Development LPF

②所在地
Room 1502, Easey Commercial Building, 253-261 Hennessy Road, 

Wanchai, Hong Kong

③設立根拠等 LPF法

④組成の目的 株式投資

⑤組成日 2024年12月９日

⑥出資の総額 451百万円（2,250万香港ドル）

⑦出資者・出資比率・出

資者の概要
季　海芸　100％

⑧業務執行組合員の概要

名称 JHY HK Development Limited

所在地

Room 1502, Easey Commercial Building, 

253-261 Hennessy Road, Wanchai, Hong 

Kong

代表者の役職・氏

名
会社代表　季　海芸

事業内容 株式投資

資本金 20百万円（100万香港ドル）

⑨国内代理人の概要

名称 岡三証券株式会社

所在地 東京都中央区日本橋室町二丁目２番１号

代表者の役職・氏

名
取締役社長 兼社長執行役員　池田　嘉宏

事業内容 金融商品取引業

資本金 50億円

⑩上場会社と当該ファン

ドとの間の関係

上場会社と当該フ

ァンドとの間の関

係

資本関係・人的関係・取引関係はありませ

ん。また、関連当事者にも該当しません。

上場会社と業務執

行組合員との間の

関係

資本関係・人的関係・取引関係はありませ

ん。また、関連当事者にも該当しません。

上場会社と国内代

理人との間の関係

資本関係・人的関係・取引関係はありませ

ん。また、関連当事者にも該当しません。

割当予定先③

（注）割当予定先の業務執行組合員の資本金の額は便宜上、2025年１月24日現在の外国為替相場の仲値

である１香港ドル＝20.07円（株式会社三菱ＵＦＪ銀行公示仲値）で換算しております。割当予定

先の概要欄及び提出者と割当予定先との間の関係の欄は、別途記載のある場合を除き、2024年12

月31日現在におけるものであります。
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

①名称 有限責任事業組合三井キャピタルインベストメント

②所在地 東京都千代田区丸の内一丁目11番１号

③設立根拠等 有価証券等に係る投資顧問業及び投資

④組成の目的 不動産及び有価証券の投資

⑤組成日 2024年７月１日

⑥出資の総額 200百万円

⑦出資者・出資比率・出資

者の概要

奥野　量巳　　50.0％

木村　吉克　　50.0％

⑧業務執行組合員の概要

氏名 奥野　量巳

所在地 東京都西東京市

職業 会社員

⑨上場会社と当該ファンド

との間の関係

上場会社と当該フ

ァンドとの間の関

係

資本関係・人的関係・取引関係はありませ

ん。また、関連当事者にも該当しません。

上場会社と業務執

行組合員との間の

関係

資本関係・人的関係・取引関係はありませ

ん。また、関連当事者にも該当しません。

割当予定先④

（注１）割当予定先の概要欄及び提出者と割当予定先との間の関係の欄は、別途記載のある場合を除

き、2024年12月31日現在におけるものであります。

（注２）現在の業務執行組合員は奥野　量巳氏でありますが、新たにニューセンチュリーキャピタル株

式会社（NCC社）（代表者：代表取締役　時　慧　所在地：東京都世田谷区深沢八丁目６番６

号）が組合員として参加し、業務執行組合員に就任する予定です。
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

①名称 REGROWTH有限責任事業組合

②所在地 東京都世田谷区深沢八丁目６番６号

③設立根拠等 LLP法

④組成の目的 有価証券投資

⑤組成日 2024年９月30日

⑥出資の総額 150百万円

⑦出資者・出資比率・出資

者の概要

時　慧　　　　　　　6.0％

林　暁峰　　　　　　6.0％

王　芳　　　　　　　1.3％

その他個人３名　　 86.7％

その他個人３名につきましては、開示の同意が得られていないため、

記載していません。

⑧業務執行組合員の概要

氏名 王　芳

所在地 東京都世田谷区

職業 会社役員

⑨国内代理人の概要

名称 JIA証券

所在地 東京都中央区新川１－５－17

代表者の役職・氏

名
代表取締役社長 　佐藤　歩

事業内容
金融商品取引業（第一種金融商品取引業及び

第二種金融商品取引業）

資本金 6億5,372万円

⑩上場会社と当該ファンド

との間の関係

上場会社と当該フ

ァンドとの間の関

係

資本関係・人的関係・取引関係はありませ

ん。また、関連当事者にも該当しません。

上場会社と業務執

行組合員との間の

関係

資本関係・人的関係・取引関係はありませ

ん。また、関連当事者にも該当しません。

上場会社と国内代

理人との間の関係

資本関係・人的関係・取引関係はありませ

ん。また、関連当事者にも該当しません。

割当予定先⑤

（注１）非公開のファンドである割当予定先の出資者に関する一部の情報については、割当予定先の業

務執行組合員である王　芳氏に確認をしたものの、開示の同意が得られないため、記載してい

ません。また、割当予定先が開示の同意を行わない理由につきましては、出資構成の情報は極

めて守秘性の高い情報であるためと聞いております。

（注２）割当予定先の概要欄及び提出者と割当予定先との間の関係の欄は、別途記載のある場合を除

き、2024年12月31日現在におけるものであります。
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

①商号 Plunkett Capital Holdings Limited

②本店所在地
4th Floor, Harbour Place, 103 South Church Street, P.O. Box 

10240, Grand Cayman, KY1-1002, Cayman Islands

③代表者の役職・氏名 会社代表　刘　嘉凌

④事業内容 投資業務

⑤資本金の額 ７百万円（390,000香港ドル）

⑥設立年月日 2011年２月25日

⑦発行済株式数 9,950万株

⑧事業年度の末日 12月31日

⑨従業員数 15名（2024年10月31日現在）

⑩主要取引先 法人

⑪主要取引銀行 -

⑫大株主及び持株比率

刘　嘉凌　85.43％

陸　青来　 7.29％

孫　亜楠　 7.29％

⑬当社との関係等

資本関係 該当事項はありません。

人的関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

関連当事者への

該  当  状  況
該当事項はありません。

⑭最近３年間の経営成績及び財政状態（単位：香港ドル 特記しているものを除く。）

決算期 2021年12月期 2022年12月期 2023年12月期

純資産 ‐ ‐ ‐

総資産 ‐ ‐ ‐

１株当たり純資産 ‐ ‐ ‐

売上高 ‐ ‐ ‐

営業利益 ‐ ‐ ‐

経常利益 ‐ ‐ ‐

当期純利益 ‐ ‐ ‐

１株当たり当期純利益

（円）
‐ ‐ ‐

１株当たり配当金（円） ‐ ‐ ‐

割当予定先⑥

（注１）最近３年間の経営成績及び財政状態については、割当予定先の代表取締役である刘嘉凌氏に確

認したものの、開示の同意が得られていないため、記載していません。

（注２）割当予定先の資本金の額は便宜上、2025年１月24日現在の外国為替相場の仲値である１香港ド

ル＝20.07円（株式会社三菱ＵＦＪ銀行公示仲値）で換算しております。割当予定先の概要欄及

び提出者と割当予定先との間の関係の欄は、別途記載のある場合を除き、2024年12月31日現在

におけるものであります。
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

①氏名 潘　立輝

②住所 Deep Water Bay Road, Hong Kong

③職業 会社役員

④当社との関係等

資 本 関 係 該当事項はありません。

人 的 関 係 該当事項はありません。

取 引 関 係 該当事項はありません。

関連当事者への

該  当  状  況
該当事項はありません。

割当予定先⑦

（注）割当予定先の概要欄及び提出者と割当予定先との間の関係の欄は、別途記載のある場合を除き、

2024年12月31日現在におけるものであります。
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

①商号 SQY HK Investment Limited

②本店所在地
Sea Meadow House, P.O.Box 116, Road Town, Tortola, British 

Virgin

③代表者の役職・氏名 会社代表　蘇　婧穎

④事業内容 投資業務

⑤資本金の額 200千円（１万香港ドル）

⑥設立年月日 2024年11月26日

⑦発行済株式数 １万株

⑧事業年度の末日 12月31日

⑨従業員数 １名（2024年12月15日現在）

⑩主要取引先 法人

⑪主要取引銀行 -

⑫大株主及び持株比率 蘇　婧穎 100.0％

⑬当社との関係等

資本関係 該当事項はありません。

人的関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

関連当事者への

該  当  状  況
該当事項はありません。

⑭最近３年間の経営成績及び財政状態（単位：百万円(香港ドル) 特記しているものを除く。）

決算期 2021年12月期 2022年12月期 2023年12月期

純資産 ‐ ‐ ‐

総資産 ‐ ‐ ‐

１株当たり純資産 ‐ ‐ ‐

売上高 ‐ ‐ ‐

営業利益 ‐ ‐ ‐

経常利益 ‐ ‐ ‐

当期純利益 ‐ ‐ ‐

１株当たり当期純利益 ‐ ‐ ‐

１株当たり配当金 ‐ ‐ ‐

割当予定先⑧

（注１）当該会社は、2024年11月設立のため、決算情報を記載しておりません。

（注２）割当予定先の概要欄及び提出者と割当予定先との間の関係の欄は、別途記載のある場合を除

き、2024年12月31日現在におけるものであります。

（注３）割当予定先の業務執行組合員の資本金の額は便宜上、2025年１月24日現在の外国為替相場の仲

値である１香港ドル＝20.07円（株式会社三菱ＵＦＪ銀行公示仲値）で換算しております。
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

①商号 O2O Solution Limited

②本店所在地
Room 1201, Wah Yuen Building, 149 Queen’s Road Central, Hong 

Kong

③代表者の役職・氏名 会社代表　潘　建麗

④事業内容 有価証券投資

⑤資本金の額 ６百万円（31万香港ドル）

⑥設立年月日 2018年２月８日

⑦発行済株式数 10,530株

⑧事業年度の末日 12月31日

⑨従業員数 ５名

⑩主要取引先 法人

⑪主要取引銀行 DBS銀行

⑫大株主及び持株比率

潘　建麗　66.5％

龍　鳳　　28.5％

ORIENTAL PAYMENT GROUP HOLDINGS LIMITED ５％

⑬当社との関係等

資本関係 該当事項はありません。

人的関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

関連当事者への

該  当  状  況
該当事項はありません。

⑭最近３年間の経営成績及び財政状態（単位：百万円(香港ドル) 特記しているものを除く。）

決算期 2021年12月期 2022年12月期 2023年12月期

純資産 34(1,716,056) 37(1,872,447) 344(1,716,056)

総資産 41(2,075,796) 44(2,196,504) 41(2,075,796)

１株当たり純資産 3,959.7円(197) 4,200.円(209) 3,959.7円(197)

売上高 10(517,886) 9(453,150) 10(517,886)

営業利益 5(278,011) 4(221,930) 5(278,011)

経常利益 5(275,669) 4(220,498) 5(275,669)

当期純利益 5(275,669) 4(220,498) 5(275,669)

１株当たり当期純利益 522.6円(26) 422.1円(21) 522.6円(26)

１株当たり配当金 ‐ - -

割当予定先⑨

（注１）割当予定先の資本金の額は便宜上、2025年１月24日現在の外国為替相場の仲値である１香港ド

ル＝20.07円（株式会社三菱ＵＦＪ銀行公示仲値）で換算しております。

（注２）割当予定先の概要欄及び提出者と割当予定先との間の関係の欄は、別途記載のある場合を除

き、2024年12月31日現在におけるものであります。
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

①商号 Ashe Holding Limited

②本店所在地
FLAT/RM 2005 20F, TUNG NING BUILDING ２ HILLIER STREETSHEUNG 

WAN, HONGKONG

③代表者の役職・氏名 会社代表　吴　冕卿

④事業内容 有価証券投資

⑤資本金の額 20円（１香港ドル）

⑥設立年月日 2018年２月15日

⑦発行済株式数 １株

⑧事業年度の末日 12月31日

⑨従業員数 ３名

⑩主要取引先 法人

⑪主要取引銀行 Standard and Chartered

⑫大株主及び持株比率 吴　冕卿 100％

⑬当社との関係等

資本関係 該当事項はありません。

人的関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

関連当事者への

該  当  状  況
該当事項はありません。

⑭最近３年間の経営成績及び財政状態（単位：百万円(香港ドル) 特記しているものを除く。）

決算期 2021年12月期 2022年12月期 2023年12月期

純資産 26(1,320,043) 28(1,440,344) 26(1,320,043)

総資産 32(1,596,766) 33(1,689,618) 32(1,596,766)

１株当たり純資産 26(1,320,043) 28(1,440,344) 26(1,320,043)

売上高 8(398,374) 7(348,577) 8(398,374)

営業利益 4(213,854) 3(170,715) 4(213,854)

経常利益 4(212,053) 3(169,614) 4(212,053)

当期純利益 4(212,053) 3(169,614) 4(212,053)

１株当たり当期純利益 4(212,053) 3(169,614) 4(212,053)

１株当たり配当金 ‐ - -

割当予定先⑩

（注１）割当予定先の資本金の額は便宜上、2025年１月24日現在の外国為替相場の仲値である１香港ド

ル＝20.07円（株式会社三菱ＵＦＪ銀行公示仲値）で換算しております。

（注２）割当予定先の概要欄及び提出者と割当予定先との間の関係の欄は、別途記載のある場合を除

き、2024年12月31日現在におけるものであります。
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

(2)割当予定先を選定した理由

①　GCL Nihon株式会社

　本新株式及び本新株予約権の割当予定先であるGCL Nihon株式会社は、日本国内で太陽光発電所の

開発、建設及び運営、太陽光パネルの生産及び供給、並びに再生可能エネルギーを活用したエコカ

ーやスマート交通システムの開発に取り組んでいます。日本国内で競合他社と比べて差別化された

AIデータセンター事業やクリーンエネルギー事業の展開が検討可能となることを評価し、また、当

社の事業内容や事業戦略にご理解をいただけたことから、本新株式及び本新株予約権の割当先とし

て適切であると判断しました。

②　Potus Helios Fund VII

　本新株式の割当予定先であるPotus Helios Fund VIIは、2018年にシンガポールにて設立された

POTUS Capital Pte. Ltd.が組成した投資ファンドです。POTUS Helios Fund VIIは、POTUS Helios 

Fund VCCのサブファンドであり、このサブファンドは、主に世界各国の証券取引所に上場している

企業に投資しており、日本を含む複数の国に焦点を当てています。当該ファンドとしては、投資戦

略に合致する選択された機会をターゲットにした集中型ポートフォリオを維持することを目指して

います。同社の創設パートナー兼CEOであるLi Guoqing氏は、投資分野における約20年の経験を有し

ており、同社を設立するまでに、世界的に有名な投資会社で重要な役職を歴任してきました。当該

ファンドは、本新株式の割当先として適切であると判断しました。

③　JHY Development LPF

　本新株式の割当予定先であるJHY Development LPFは、業務執行組合員であるJHY HK Development 

Limitedが本第三者割当の方法で当社株式を引受けることを目的に設立したリミテッド・パートナー

シップ・ファンドです。季　海芸氏は、上海源盛龍体育イベント企画有限公司の運営ディレクタ

ー、上海簡同企業管理有限公司の取締役及び上海乗浩企業管理有限公司の取締役という経歴を持

ち、広告メディア運営、企業管理及び投資分野において豊富な経験を有しています。

　当該ファンドは、今後成長性が見込める先進技術や持続可能なエネルギーなど、幅広い分野への

株式投資に高い関心を持っていること及び中長期的なスタンスで投資を行うことから、本新株式の

割当先として適切であると判断しました。

④　有限責任事業組合三井キャピタルインベストメント

　本新株式の割当予定先である有限責任事業組合三井キャピタルインベストメントは、2024年7月1

日に不動産投資及び有価証券投資を目的に組成された有限責任事業組合です。組合員である奥野　

量巳氏は、化学薬品業界で、商社、IT企業、金融機関、化学メーカーといった様々な企業で働き、

化学品の販売、投資、国際事業の展開などに携わってきました。また、木村　吉克氏は、プラスチ

ック成型金型の製造販売を行う企業の代表取締役を務めた後、電気製品や自動車部品など多岐にわ

たる製品の企画・販売を手掛ける企業を設立し代表取締役を務めています。当初奥野　量巳氏及び

木村　吉克氏はREGROWTH有限責任事業組合へ組合員として参画する予定でしたが、同組合の他の組

合員との意思疎通や投資判断において運用上の支障が出る可能性を懸念し、今回は独立して出資を

行うことにしました。

　有限責任事業組合三井キャピタルインベストメントは、日本国内のスモールキャップ上場企業の

事業再生やAI及びクリーンエネルギー関連に強い関心を持っていること及び中長期的なスタンスで

の投資を重視していることから、本新株式の割当先として適切であると判断しました。
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⑤　REGROWTH有限責任事業組合

　本新株式の割当予定先であるREGROWTH有限責任事業組合は、NCC社代表取締役である時　慧氏と

ACM社代表取締役である林　暁峰氏及びその知人が組成したファンドです。当社は、2024年９月にエ

ンジェル・トーチ社より紹介を受けたNCC社代表取締役である時　慧氏及びACM社代表取締役である

林　暁峰氏と面談を行い、REGROWTH有限責任事業組合、ACM社及びGCL社による共同での第三者割当

増資による当社への出資に関して打診を受けました。当社としては、NCC社が企業の成長と価値創造

を目指し、グローバルなネットワークと戦略的なパートナーシップを活用して、企業が国際的な競

争力を発揮できるよう投資先企業を支援していること、ベンチャー投資や再生型投資及び上場企業

投資において数多くの実績を有していることを評価しました。また、ACM社については、日本での投

資実績は僅かでありますが、長年における香港及び海外での投資実績及び投資先企業に対する合

併・買収、人材システムの統合や戦略的計画の立案による企業価値向上を実現していることを評価

しました。また、当社の事業内容や事業戦略にご理解をいただけたことから、本新株式の割当先と

して適切であると判断しました。なお、当初はACM社が運営するファンドのLPとして出資を行う予定

でしたが、投資委員会のスケジュールの関係から、ACM社代表取締役である林　暁峰氏が個人として

REGROWTH有限責任事業組合を通じて出資を行うことになりました。

⑥　Plunkett Capital Holdings Limited

　本新株式の割当予定先であるPlunkett Capital Holdings Limitedは、香港を拠点とする投資会社

で、主に株式投資、ファイナンシャル・アドバイザリー、アセットマネジメント及びファミリーオ

フィス運営を行っています。同社の創業者である劉氏とACM社代表取締役の林　暁峰氏は長年の友人

であり、ACM社が運営するファンドのリミテッド・パートナー（LP）でもあります。当初はACM社と

して出資を行う予定でしたが、ACM社の投資委員会にて投資見送りとの判断となったことを受けて、

今回はPlunkett Capital Holdings Limitedが直接出資を行うことになりました。

　同社は長年にわたり株式投資及びアセットマネジメントビジネスを展開しており、今回のAI×ク

リーンエネルギーという理念に共感していることから、本新株式の割当先として適切であると判断

しました。

⑦　潘　立輝氏

　本新株式の割当予定先である潘　立輝氏は、香港証券取引所のメインボードに上場するEnviro 

Energy International Holdings Limitedの役員です。同社は、主に中国と香港にて建材販売事業と

不動産投資事業を行っています。潘　立輝氏は1989年に北京国際関係学院で国際経済学の学士号を

取得し、非鉄金属業界で28年以上の経験を持っています。1994年から1998年までMind Honour 

Limitedでマネージャーを務め、1998年にPentart Industrial Limited、2001年にAble Plus 

International Limitedを設立し、現在も取締役兼総経理を務めています。また、北京体育娯楽産業

集団有限公司（株式コード：1803）の独立非執行取締役として活躍されながら、複数の同社子会社

の取締役も兼任しています。潘　立輝氏とACM社代表取締役である林　暁峰氏は長年の友人であり、

資本市場及びクリーンエネルギー業界に関する知見を持っています。当社としては、潘　立輝氏が

香港市場における豊富な資本市場の知識と、当社が力を入れているクリーンエネルギー業界の知見

と人脈を持っていることから、本新株式の割当先として適切であると判断しました。
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⑧　SQY HK Investment Limited

　本新株予約権の割当予定先であるSQY HK Investment Limitedは、第三者割当の方法で当社新株予

約権を引受けることを目的に設立された投資会社です。同社の代表取締役である蘇　婧穎氏とは、

JHY　Development LPFと長年の友好関係にあります。蘇　婧穎氏は、深圳市宝昌グループ投資発展

有限公司の財務責任者、深圳市車美福自動車サービス有限責任公司の財務マネージャー、海裕賦起

業投資センター（有限責任パートナーシップ）のパートナー、深圳市徳鵬輸入自動車販売有限公司

の財務マネージャーなどを務めており財務関連に幅広い知見を有しております。

　当該ファンドは、今後成長性が見込める先進技術や持続可能なエネルギーなど、幅広い分野への

株式投資に高い関心を持っていること及び中長期的なスタンスで投資を行うことから、本新株式の

割当先として適切であると判断しました。

⑨　O2O solution Limited

　本新株予約権の割当予定先であるO2O Solution Limitedは、ACM社の元メンバーである潘　建麗氏

が設立した投資会社です。潘　建麗氏は、現在香港証券取引所のメインボードに上場するHospital 

Corporation of China Limitedの取締役CFOを務めており、財務、投資及び融資、リスク管理、監査

などを担当しています。潘　建麗氏は、財務管理及び投資の分野で20年以上の業務経験を持ち、財

務監査、合併、買収及び組織再編、並びに上場企業のクロスボーダー投資及び融資において豊富な

経験を有しています。2007年4月から2017年12月まで中国ガラスホールディングスリミテッドの社長

補佐、会社秘書、並びに財務部門及び投資管理部門の責任者を務め、資本運用、コンプライアンス

並びに財務管理及び上場企業の外部監査を担当しました。2017年12月からHospital Corporation of 

China Limitedに入社するまで、クロスボーダー投資機関のパートナーとして、香港資本市場を基盤

としたクロスボーダーの合併その他の方法による買収及び融資コンサルティング業務を担当しまし

た。また、潘　建麗氏は、2019年12月6日以来、中国新材料ホールディングスリミテッドの独立非執

行取締役を務め、同社の監査委員会の委員長及び報酬委員会のメンバーを務めています。

　今回、ACM社の代表取締役である林　暁峰氏からの出資に関する打診を受け、AIとクリーンエネル

ギーの融合というコンセプトに共感していること及び中長期的なスタンスでの投資を重視している

ことから、本新株予約権の割当先として適切であると判断しました。

⑩　ASHE Holding Limited

　本新株予約権の割当予定先であるASHE Holding Limitedは、ACM社の元メンバーである吴　冕卿氏

が設立した投資会社です。吴　冕卿氏は、2016年に設立されたデータ駆動型の市場調査及び情報サ

ービスを提供するBigOne Labという企業の創業者兼CEOを務めています。BigOne Labのデータソリュ

ーションは、10以上の業界と200,000以上の企業をカバーしており、数百のビジネスメトリクスを使

用しています。クライアントには、投資ファンド、ソブリンウェルスファンド、PE/VC投資家、コン

サルティング会社、消費者企業、インターネット企業などが含まれます。吴　冕卿氏は、以前、阿

謝資本の投資総監として多くの上場企業の投資及び買収に関する案件に関与しており、企業の資金

調達及び投資分析の分野で豊富な経験を積んできました。

　今回、ACM社の代表取締役である林　暁峰氏からの出資に関する打診を受け、AIとクリーンエネル

ギーの融合というコンセプトに共感していること及び中長期的なスタンスでの投資を重視している

ことから、本新株予約権の割当先として適切であると判断しました。
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割当先の名称 本新株式 本新株予約権

GCLNihon株式会社 2,256,100株 63,000個（6,300,000株）

Potus Helios Fund VII 6,707,300株 －個

JHY Development LPF 5,792,700株 －個

有限責任事業組合三井キャピタルインベス

トメント

2,439,000株 －個

Plunkett Capital Holdings Limited 1,585,400株 －個

潘 立輝 1,219,500株 －個

REGROWTH有限責任事業組合 1,097,600株 －個

SQY HK Investment Limited －株 63,000個（6,300,000株）

O2O Solution Limited －株 55,000個（5,500,000株）

ASHE Holding Limited －株 32,000個（3,200,000株）

合計 21,097,600株 213,000個（21,300,000株）

(3)割り当てようとする本新株式及び本新株予約権の目的となる株式の数

(4)割当予定先の保有方針

　本新株式及び本新株予約権の行使により取得する当社普通株式については、各割当予定先から短期

的な売却や転売予定はなく中長期の純投資方針であることを口頭で確認しております。

　また、本新株予約権には割当先が本新株予約権を第三者に譲渡する場合には、当社取締役会の決議

による当社の承認を要する旨の制限が付されております。

　各割当予定先は、本新株予約権の譲渡を行わず、行使可能期間中、自らが本新株予約権を保有し、

行使を行う方針であることを口頭で確認しております。取締役会の決議による当社の承認を以て新株

予約権の譲渡が行われる場合には、事前に譲受人の本人確認・反社会的勢力該当性チェック、本新株

予約権行使に係る払込原資確認、本新株予約権及び行使により取得する株式の保有方針の確認、並び

に当社が各割当予定先との間で締結する契約上の権利・義務についても譲受人が引継ぐことを確認

し、譲渡承認が行われる場合には、その内容を速やかに開示いたします。

　なお、当社は、各割当予定先から、各割当予定先が株式の割当てを受ける日から起算して２年以内

に本第三者割当増資により発行された本新株式の全部又は一部を譲渡した場合には、その内容を当社

に対し書面により報告すること、当社が当該報告内容を東京証券取引所に報告すること、並びに当該

報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意することに係る確約書を取得する予定です。

(5)割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容

　当社は、各割当予定先の本新株式及び本新株予約権の払込みに要する財産の存在について、次のと

おり確認しております。

　割当予定先であるGCL Nihon株式会社については、親会社であるGolden Concord Group Ltd（代表

者：朱　共山、所在地：Unit 1703B-1706,Level 17,International Commerce Centre,1 Austin Road 

West,Kowloon,Hong Kong）より2024年12月12日付で当社株式の取得のために同社へ貸付を実行する旨

の決定通知書、及び2024年10月31日付のGolden Concord Group Ltdの総合口座報告書のコピーを受領

しました。これにより、同社が本新株式の引受並びに本新株予約権の引受及び行使における払込に必

要な資金を有していることを確認いたしました。

　割当予定先であるPotus Helios Fund VIIについては、2024年12月31日時点における、割当予定先

の日次口座報告書及び銀行預金残高のコピーを受領し、本新株式の引受における払込に必要な資金を
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氏名又は名称 住所
所有株式

数(株)

総議決権

数に対す

る所有議

決権数の

割合

割当後の所

有株式数

(株)

割当後の総

議決権数に

対する所有

議決権数の

割合

Potus Helios Fund 

VII業務執行組合員

POTUS Capital 

Pte. Ltd.

51 Goldhill Plaza 

#09-06 Singapore 

308900
－ －％ 6,707,300 12.91％

有していることを確認しております。

　割当予定先であるJHY Development LPFについては、第三者割当の方法で当社株式を引受けること

を目的に2024年12月９日付にて設立したリミテッド・パートナーシップ・ファンドであるため、同社

の出資者である季　海芸氏より本新株式の引受に必要な資金の追加払込みを受ける旨の説明を受けて

おります。当社は、2024年12月12日時点における季　海芸氏の口座報告書のコピーを受領し、本新株

式の引受における払込に必要な資金を有していることを確認しております。

　割当予定先である有限責任事業組合三井キャピタルインベストメントについては、2024年11月19日

時点における、割当予定先の銀行預金通帳コピーを受領し、本新株式の引受における払込に必要な資

金を有していることを確認しております。

　割当予定先であるREGROWTH有限責任事業組合については、2025年１月13日時点における、同組合の

銀行預金の残高照会のコピーを受領し、本新株式の引受における払込に必要な資金を有していること

を確認しております。

　割当予定先であるPlunkett Capital Holdings Limitedについては、2024年11月30日時点におけ

る、同社の総合口座報告書の銀行預金通帳コピーを受領し、本新株式の引受における払込に必要な資

金を有していることを確認しております。

　割当予定先である潘　立輝氏については、2024年11月30日時点における、同氏の銀行預金通帳コピ

ーを受領し、本新株式の引受における払込に必要な資金を有していることを確認しております。

　割当予定先であるSQY HK Investment Limitedについては、第三者割当の方法で当社新株予約権を

引受けることを目的に2024年11月26日に設立された投資会社であるため、同社の代表取締役である蘇　

婧穎氏より本新株予約権の引受及び行使における必要な資金の追加払込みを受ける旨の説明を受けて

おります。当社は、2024年12月16日時点における、蘇　婧穎氏の銀行預金通帳コピーを受領し、本新

株予約権の引受及び行使における払込に必要な資金を有していることを確認しております。

　割当予定先であるO2O Solution Limitedについては、2024年10月31時点における、同社の取引明細

及び口座月次報告書を受領し、本新株予約権の引受及び行使における払込に必要な資金を有している

ことを確認しております。

　割当予定先であるASHE Holding Limitedについては、2024年11月29日時点における、同社の取引明

細および口座月次報告書を受領し、本新株予約権の引受及び行使における払込に必要な資金を有して

いることを確認しております。

７．募集後の大株主及び持株比率

(1)本新株式発行後の大株主の状況

－ 37 －
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

氏名又は名称 住所
所有株式

数(株)

総議決権

数に対す

る所有議

決権数の

割合

割当後の所

有株式数

(株)

割当後の総

議決権数に

対する所有

議決権数の

割合

JHY Development 

LPFJHY HK 

Development 

Limited

Room 1502, Easey 

Commercial Building, 

253-261 Hennessy 

Road, Wanchai, Hong 

Kong

－ －％ 5,792,700 11.15％

株式会社デジタル

フォルン

神奈川県横浜市西区み

なとみらい２丁目３－

５

4,540,110 14.71％ 4,540,110 8.74％

有限責任事業組合

三井キャピタルイ

ンベストメント

業務執行組合員

奥野　量巳

東京都千代田区丸の内

一丁目11番１号

－ －％ 2,439,000 4.69％

GCL Nihon株式会社 東京都千代田区内幸町

二丁目１番１号
－ －％ 2,256,100 4.34％

Plunkett Capital 

Holdings Limited

4th Floor, Harbour 

Place, 103 South 

Church Street, P.O. 

Box 10240, Grand 

Cayman, KY1-1002, 

Cayman Islands

－ －％ 1,585,400 3.05％

株式会社オセアグ

ループ

神奈川県横浜市西区み

なとみらい２丁目３－

５

1,270,000 4.11％ 1,270,000 2.44％

潘 立輝 Deep Water Bay Road, 

Hong Kong － －％ 1,219,500 2.35％

REGROWTH有限責任

事業組合

業務執行組合員

王　芳

東京都世田谷区深沢八

丁目６番６号
－ －％ 1,097,600 2.11％

上田八木短資株式

会社

大阪府大阪市中央区高

麗橋２丁目４－２
621,100 2.01％ 621,100 1.20％

計 6,431,210 20.83％ 27,528,810 52.97％

（注）1.割当前の所有株式数及び総議決権数に対する所有議決権数の割合は、2024年９月30日現在の株

主名簿(発行済株式総数30,873,299株、議決権数308,699個)を基準に記載しております。

2.割当後の所有株式数及び総議決権数に対する所有議決権数の割合は、(注)１.に記載の内容に、
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

氏名又は名称 住所
所有株式

数(株)

総議決権

数に対す

る所有議

決権数の

割合

割当後の所

有株式数

(株)

割当後の総

議決権数に

対する所有

議決権数の

割合

GCL Nihon株式会社
東京都千代田区内幸町

二丁目１番１号
－ －％ 8,556,100 11.68％

Potus Helios Fund 

VII業務執行組合員

POTUS Capital 

Pte. Ltd.

51 Goldhill Plaza 

#09-06 Singapore 

308900

－ －％ 6,707,300 9.15％

SQY HK Investment 

Limited

Sea Meadow House, 

P.O.Box 116, Road 

Town, Tortola, 

British Virgin

－ －％ 6,300,000 8.60％

JHY Development 

LPF

業務執行組合員

JHY HK 

Development 

Limited

Room 1502, Easey 

Commercial Building, 

253-261 Hennessy 

Road, Wanchai, Hong 

Kong

－ －％ 5,792,700 7.91％

O2O Solution 

Limited

Room 1201, Wah Yuen 

Building, 149 

Queen’s Road 

Central, Hong Kong

－ －％ 5,500,000 7.51％

株式会社デジタル

フォルン

神奈川県横浜市西区み

なとみらい２丁目３－

５

4,540,110 14.71％ 4,540,110 6.20％

ASHE Holding 

Limited

FLAT/RM 2005 20F, 

TUNG NING BUILDING 

２ HILLIER 

STREETSHEUNG WAN, 

HONGKONG

－ －％ 3,200,000 4.37％

本第三者割当増資により新たに発行される株式数（21,097,600株、議決権数210,976個）を加え

て作成しています。

3.総議決権数に対する所有議決権数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。

(2)本新株予約権が全株行使された後の大株主の状況
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

氏名又は名称 住所
所有株式

数(株)

総議決権

数に対す

る所有議

決権数の

割合

割当後の所

有株式数

(株)

割当後の総

議決権数に

対する所有

議決権数の

割合

有限責任事業組合

三井キャピタルイ

ンベストメント

業務執行組合員

奥野　量巳

東京都千代田区丸の内

一丁目11番１号
－ －％ 2,439,000 3.33％

Plunkett Capital 

Holdings Limited

4th Floor, Harbour 

Place, 103 South 

Church Street, P.O. 

Box 10240, Grand 

Cayman, KY1-1002, 

Cayman Islands

－ －％ 1,585,400 2.16％

株式会社オセアグ

ループ

神奈川県横浜市西区み

なとみらい２丁目３－

５

1,270,000 4.11％ 1,270,000 1.73％

計 5,810,110 18.82％ 45,890,610 62.63％

（注）1.割当前の所有株式数及び総議決権数に対する所有議決権数の割合は、2024年９月30日現在の株

主名簿(発行済株式総数30,873,299株、議決権数308,699個)を基準に記載しております。

2.割当後の所有株式数及び総議決権数に対する所有議決権数の割合は、(注)１.に記載の内容

に、本第三者割当増資により新たに発行される株式数(21,097,600株、議決権数210,976個)及

び新株予約権がすべて行使された場合の株式数(21,300,000株、議決権数213,000個)を、仮に

すべて保有し続けたものとして加えて作成しています。

3.総議決権数に対する所有議決権数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。

８．今後の見通し

　本第三者割当増資によって調達する資金は、既存事業及び新規事業の投資に充当する予定ですが、

当社の業績に与える具体的な影響については精査中です。今後、業績への具体的な影響額が明らかに

なった場合には速やかに開示いたします。

　なお、2024年6月24日付にて「事業計画及び成長可能性に関する事項」により事業計画を公表いた

しておりますが、本第三者割当増資によって新規事業への投資を予定していることから、事業計画を

見直し「事業計画及び成長可能性に関する事項」につきましても更新を予定しております。

９．企業行動規範上の手続に関する事項

　本新株式の発行により増加する株式数21,097,600株に係る議決権の数は210,976個であります。ま

た、本新株予約権が全て行使された場合に発行される当社の普通株式の数21,300,000株に係る議決権

の数は213,000個であります。

　よって、本新株式が発行され、かつ本新株予約権が行使された場合の本資金調達による希薄化率

は、2024年９月30日現在の発行済株式数30,873,299株に対し137.33％であり25％以上となります。
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期

売上高（百万円） 377 763 889

営業利益（百万円） △17 △52 △164

経常利益（△損失）（百万円） △34 △51 △168

親会社株主に帰属する当期純利益

（△損失）（百万円）
△29 △59 △317

１株当たり当期純利益（△損失）

（円）
△1.02 △1.94 △10.28

１株当たり配当金 （円） 0.00 0.00 0.00

１株当たり純資産 （円） 15.75 13.81 4.25

株式数
発行済株式数

に対する比率

発行済株式数 30,873,299株 100.00％

現時点の転換価額（行使価額）における潜在株式数 1,884,000株 6.10％

下限値の転換価額（行使価額）における潜在株式数 －株 －％

上限値の転換価額（行使価額）における潜在株式数 －株 －％

　このように、本第三者割当増資は、希薄化率が25％以上であることから、東京証券取引所の定める

有価証券上場規程第432条の規定に基づき、(1)経営者から一定程度独立した者による当該割当ての必

要性及び相当性に関する意見の入手、又は(2)当該割当てに係る株主総会決議などによる株主の意思

確認のいずれかが必要となります。この点、当社はより株主意思を尊重する観点から、上記(2)の株

主の意思確認手続きを実施する予定であり、2025年３月14日（金）開催予定の本臨時株主総会にて、

本第三者割当増資に関する議案を付議し、本第三者割当増資の必要性及び相当性について株主の皆様

に対してご説明のうえ、当該議案が承認されることをもって、株主の皆様の意思確認をさせていただ

くこととします。

１０．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況

(1)最近３年間の業績（連結）

(2)発行済株式数及び潜在株式数の状況（2025年１月24日現在）
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期

始値 145円 95円 108円

高値 184円 115円 133円

安値 81円 82円 62円

終値 95円 104円 82円

2024年８月 2024年９月 2024年10月 2024年11月 2024年12月 2025年１月

始値 82円 74円 71円 70円 83円 105円

高値 82円 75円 75円 88円 119円 128円

安値 55円 68円 68円 69円 81円 99円

終値 72円 70円 70円 83円 104円 126円

2025年１月24日

始値 117円

高値 128円

安値 116円

終値 126円

(3)最近の株価の状況

①最近３年間の状況

②最近６か月間の状況

（注）１月の状況につきましては、2025年１月24日現在の状況となります。

③発行決議日の直前営業日における株価

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況

　該当事項はありません。
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

1.募集株式の種類及び数 当社普通株式 21,097,600株（以下、「本新株式」という｡）

2.払込金額 １株につき82円

3.払込金額の総額 金 1,730,003,200円

4.増加する資本金及び

資本準備金の額

資本金　　　金 865,001,600円

資本準備金　金 865,001,600円

5.申込期間 2025年３月24日 (月)から2025年４月24日(木)まで

6.払込期間 2025年３月25日 (火)から2025年４月25日(金)まで

7.募集又は割当方法 第三者割当による方法

8.割当先及び割当株式数

Potus Helios Fund VII 6,707,300株

JHY Development LPF 5,792,700株

有限責任事業組合三井キャピタルインベ

ストメント
2,439,000株

GCL Nihon株式会社 2,256,100株

Plunkett Capital Holdings Limited 1,585,400株

潘 立輝 1,219,500株

REGROWTH有限責任事業組合 1,097,600株

　

9.払込取扱場所 株式会社三井住友銀行　赤坂支店

10.その他

①上記各項については、金融商品取引法による届出書の効力発生、及び

本臨時株主総会における本第三者割当増資に関する議案が普通決議に

よって承認されることを条件とする。

②外国為替及び外国貿易法上の手続が必要ない割当予定先である有限責

任事業組合三井キャピタルインベストメント及びREGROWTH有限責任事

業組合による払込みは2025年３月25日（火）を予定している。また、

上記以外の割当予定先による払込みは2025年３月31日（月）を予定し

ているが、本第三者割当増資は、外国為替及び外国貿易法に基づく必

要な手続が完了していることを前提条件としており、当該手続が2025

年３月31日(月)までに完了しなかった場合には、予定している払込期

日とは異なる日に行われる可能性がある。また、申込期間中に、当該

手続が完了しない場合には、本第三者割当増資に関する払込みが行わ

れない可能性がある。

③その他第三者割当による株式の発行に関し必要な事項は、当社代表取

締役社長に一任。

株式会社ソフトフロントホールディングス

募集株式の発行要項
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

1.新株予約権の名称
株式会社ソフトフロントホールディングス

第15回新株予約権（以下、「本新株予約権」という｡）

2.本新株予約権の払込金額の総額 金132,912,000円

3.申込期日 2025年４月25日

4.割当日及び払込期日 2025年４月25日

5.募集の方法及び割当先 第三者割当の方法により割り当てる

GCL Nihon株式会社 63,000個

SQY HK Investment Limited 63,000個

O2O Solution Limited 55,000個

ASHE Holding Limited 32,000個

　

調整後割当株式数＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

6.本新株予約権の目的である株式の種類及び数又はその数の算定方法

(1)　本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その総数は21,300,000株とする

（本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「割当株式数」という。）は100株とす

る。）。但し、本項第(2)号ないし第(3)号により、割当株式数が調整される場合には、本新株予

約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。

(2)　当社が第10項の規定に従って行使価額（第９項第(2)号に定義する。）の調整を行う場合には、

割当株式数は次の算式により調整されるものとする。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は

切り捨てるものとする。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、第10

項に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。

(3)　調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由にかかる第10項第(2)号及び第(5)号による行使価

額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

(4)　割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新

株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数

及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、適用開始日の前日までに上記通

知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

7.本新株予約権の総数 213,000個

8.各本新株予約権の払込金額
本新株予約権１個につき金624円（本新株予約権の目的である株

式１株当たり6.24円）

9.本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

(1)　各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式

数を乗じた額とする。

(2)　本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式１株当たりの出資

される財産の価額（以下、「行使価額」という。）は、金91円とする。

株式会社ソフトフロントホールディングス

第15回新株予約権発行要項
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第１号議案　第三者割当による新株式及び第15回新株予約権の発行の件

既発行

株式数
＋

交付

株式数
×

１株あたりの

払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１株あたりの時価

既発行株式数 ＋ 交付株式数

10.行使価額の調整

(1)　当社は、本新株予約権の割当日後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数

に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下、「行使価額

調整式」という。）をもって行使価額を調整する。

(2)　行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、

次に定めるところによる。

①　本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当

社の有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株

式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付す

る場合、及び会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く。）

　調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償

割当ての場合はその効力発生日とする。）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割

当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

②　株式分割により当社普通株式を発行する場合

　調整後の行使価額は、当社普通株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

③　本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取

得請求権付株式又は本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付

を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行又は付与する場

合

　調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初

の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日

（新株予約権の場合は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用す

る。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための株主割当日がある場合には、その日の翌

日以降これを適用する。

④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む。）の取得と引換えに本項第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式

を交付する場合

　調整後行使価額は、取得日の翌日以降にこれを適用する。

(3)　行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満に

とどまる場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後に行使価額の調整を必要とする事由

が発生し、行使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行

使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。

(4)　①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数第３位まで算出し、小数第３位を切り捨
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てるものとする。

②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立つ45取引

日目に始まる30取引日（終値のない日数を除く。）の東京証券取引所（以下、「東証」とい

う。）における当社普通株式の普通取引の終値の単純平均値とする。この場合、平均値の計

算は、円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切り捨てるものとする。

③　行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるため

の基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初め

て適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において

当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。

(5)　本項第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要

な行使価額の調整を行う。

①　株式の併合、資本金の額の減少、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のために行使価額

の調整を必要とするとき。

②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額

の調整を必要とするとき。

③　行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の

算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(6)　行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予

約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその

適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、適用開始日の前日までに上記通知を行う

ことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

11.本新株予約権の行使期間

　2025年４月25日（本新株予約権の払込完了以降）から2028年４月24日までとする。但し、第13項

に従って当社が本新株予約権の全部又は一部を取得する場合、当社が取得する本新株予約権につい

ては、取得日の前日までとする。

12.その他の本新株予約権の行使の条件

　各本新株予約権の１個未満での行使はできない。

13.本新株予約権の取得事由

(1)　当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、2026年９月末日以降、

会社法第273条及び第274条の規定に従って通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、

本新株予約権の発行価額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の保有する本新株予約権の

全部又は一部を取得することができる。なお、本取得請求権により本新株予約権の一部を取得す

る場合には、抽選その他合理的な方法により行うものとする。

(2)　当社は、2028年４月24日に、本新株予約権の発行価額と同額で、本新株予約権者（当社を除

く。）の保有する本新株予約権の全部を取得する。

14.新株予約権証券の発行

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しない。

15.新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社

計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし（計算

の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。）、当該資本金等増加限

度額から増加する資本金の額を減じた額を増加する資本準備金の額とする。
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16.新株予約権の行使請求の方法

(1)　本新株予約権を行使しようとする本新株予約権者は、当社の定める行使請求書に、必要事項を

記載してこれに記名捺印したうえ、第11項に定める行使期間中に第17項記載の行使請求受付場所に

提出しなければならない。

(2)　本新株予約権を行使しようとする本新株予約権者は、前号の行使請求書の提出に加えて、本新

株予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額を現金にて第18項に定める払込取扱場所の

当社が指定する口座に振り込むものとする。

(3)　本新株予約権の行使の効力は、行使請求に要する書類が第17項に定める行使請求受付場所に到

着し、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額が第18項に定める払込

取扱場所の口座に入金された日に発生する。

17.行使請求受付場所
株式会社ソフトフロントホールディングス

グループ業務推進室

18.払込取扱場所 株式会社三井住友銀行　赤坂支店

19.当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株

式移転をする場合の本新株予約権の取扱い

　当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株

式移転（以下、総称して「組織再編行為」という。）をする場合、当該組織再編行為の効力発生の時

点において残存する本新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を有する本新株予約権者に

対し、会社法第236条第１項第８号のイないしホに掲げる株式会社（以下、総称して「再編対象会社」

という。）の新株予約権を、次の条件にて交付できるものとする。この場合においては、以下の条件

に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、

新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

　①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

　　　残存新株予約権の新株予約権者が保有する残存新株予約権の数を基準に、組織再編行為の条件

等を勘案して合理的に決定される数とする。

　②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　　　再編対象会社の普通株式とする。

　③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　　　組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定される数とする。

　④　新株予約権を行使することのできる期間

　第11項に定める本新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力が生ずる

日のいずれか遅い日から、第11項に定める本新株予約権を行使することができる期間の満了日までと

する。

　⑤　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する

事項

　　　第15項に準じて決定する。

　⑥　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　第９項に定める行使価額を基準に組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定される価額に、交

付する新株予約権１個当たりの目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる価額とする。

　⑦　その他の新株予約権の行使条件、新株予約権の取得事由及び取得条件

　　　第12項及び第13項に準じて決定する。
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　⑧　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合に

は、これを切り捨てるものとする。

20.その他

(1)　会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、

当社は必要な措置を講じる。

(2)　上記各項については、金融商品取引法による届出書の効力発生、及び2025年３月14日（金）開

催予定の当社臨時株主総会における本第三者割当増資に関する議案が普通決議により承認されるこ

とを条件とする。

(3)　本新株式及び本新株予約権を引き受けるGCL Nihon株式会社の本第三者割当増資に係る払込は、

外国為替及び外国貿易法に基づく必要な手続が完了していることを前提条件としており、当該手続

が払込期日までに当該手続が完了しなかった場合には、本第三者割当増資に関するGCL Nihon株式

会社の払込みが行われない可能性があります。

(4)　その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役社長に一任する。
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

候補者

番 号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名

（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当社の株式数

１

とき

時　　
けい

慧
(1979年３月19日生)

2002年４月　株式会社NTTドコモ入社

2008年８月　Booz&Company入社

2009年８月　田崎真珠株式会社（現株式会社

TASAKI）入社

2010年４月　アント・キャピタル・パートナーズ　

株式会社入社

2016年８月　株式会社マックアース 取締役

2017年４月　株式会社ランキャピタルマネジメント

代表取締役

2017年６月　リーディング証券株式会社 取締役

2018年５月　ニューセンチュリーキャピタル　　　

株式会社 代表取締役（現任）

2020年４月　株式会社倉元製作所 代表取締役社長

2022年３月　同社　取締役

－　株

（重要な兼職の状況）

ニューセンチュリーキャピタル株式会社

代表取締役

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
　本第三者割当増資に伴い、当社の今後における事業の拡大及び成長を目的と
して取締役４名を増加いたしたく、つきましては、第1号議案 「第三者割当に
よる新株式及び第15回新株予約権の発行の件」が原案どおり承認可決されるこ
とを条件として、取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名の選任をお
願いしたいと存じます。
　新たに選任される取締役の任期は、当社定款の定めにより他の在任取締役の
任期の満了する時までとなります。

　なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされ異議はございませ
んでした。
　本議案可決による取締役４名選任の効力は、第1号議案にかかる本新株式に関
する払込のうち、10億円を超える払込が完了したことを条件として発生いたしま
す。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は次のとおりであります。
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

候補者

番 号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名

（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当社の株式数

２

みや

宮
 

　
がわ

川
 

　
まさ

正
 

　
あき

昭
(1957年８月28日生)

1981年４月　野村證券株式会社入社

1993年12月　Nomura International (Hong Kong) 

Limited入社

1998年９月　Nomura China Venture Investments 

Limited入社

1999年８月　Softbank China Venture Investments 

Limited 取締役

2001年５月　Go-To-Asia Investment Limited　　

取締役

2006年９月　アセット・マネジャーズ株式会社

　　　　　（現いちご株式会社）入社

2007年６月　テナー・コーポレーション株式会社　

入社

2008年８月　アッシェキャピタルジャパン株式会社　

代表取締役

2024年10月　Ashe Capital Management Ltd.

　　　　　　パートナー（現任）

－　株

（重要な兼職の状況）

  Ashe Capital Management Ltd.パートナー

３

ほど

程
さき

崎
 

　
え

絵
り

李
か

加
(1980年11月20日生)

2008年４月　エイチ・エス証券株式会社（現Jトラ

ストグローバル証券株式会社）　入社

2015年８月　株式会社シンフォニー代表取締役

　　　　　（現任） －　株

（重要な兼職の状況）

株式会社シンフォニー　　代表取締役

４

よこ

横
やま

山
 

　
りゅう

隆
いち

一

(1944年８月25日生)

1974年４月　株式会社 三菱総合研究所入社

1978年４月　東京都立大学 工学部 電気工学科 　

助教授

1989年４月　東京都立大学 工学部 電気工学科 　

教授

1992年９月　英国ロンドン大学インペリアル工科医

学校　客員教授

2005年４月　首都大学東京　都市教養学部　理工系　

電気電子工学コース　教授

2007年４月　早稲田大学大学院環境・エネルギー　

研究科　教授

2016年８月　株式会社ユニバーサルエネルギー　　

研究所　顧問（現任）

－　株

（重要な兼職の状況）

  株式会社ユニバーサルエネルギー研究所　顧問

（注）１. 横山隆一氏は、社外取締役候補者であります。

２. 時慧氏を取締役候補者とした理由は、投資先企業の事業運営、新規事業の構築、経営
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に関する高い見識と幅広い経験を当社の経営に反映していただくため、取締役として
の責務を果たして頂くことを期待して選任をお願いするものであります。

３. 宮川正昭氏を取締役候補者とした理由は、投資先企業の事業運営、新規事業の構築及
び経営に関する高い見識と経験が豊富であることから、今後の当社における事業基盤
の構築に反映をしていただくため、取締役としてその責務を果たして頂くことを期待
して選任をお願いするものであります。

４．程崎絵李加氏を取締役候補者とした理由は、金融の知識、経営に関する高い見識と幅
広い経験を当社の経営に反映していただくため、取締役としての責務を果たして頂く
ことを期待して選任をお願いするものであります。

５．横山隆一氏を社外取締役候補者とした理由は、直接会社経営に関与した経験はありま
せんが、高い見識と幅広い経験を今後の当社における新たな事業における発展に反映
をしていただくため、社外取締役としての責務を果たして頂くことを期待して選任を
お願いするものであります。

６. 当社は時慧氏、宮川正昭氏、程崎絵李加氏及び横山隆一氏との間で、会社法第427条
第１項及び当社定款の規定に基づき、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を
限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であり
ます。

７. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険
契約を締結しており、2025年９月に更新する予定です。なお、当該契約は当社を被保
険者とする部分を含み、当該部分は当社と取締役との間における会社法第430条の２
第１項に規定する補償契約の締結に該当し、当該保険契約とともに更新する予定で
す。本議案において各氏の選任が承認可決された場合には、各氏は被保険者となりま
す。

　　①填補の対象となる保険事故の概要

　　　被保険者である役員等がその職務に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に
係る請求を受けることによって生じることのある損害について填補をするものです。

　　②保険料

　　　保険料は全額会社負担としております。故意または重過失に起因する損害賠償請求
は填補されません。

以上
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地図

株主総会会場ご案内図

株主総会会場

ベルサール神保町
（住友不動産千代田ファーストビル南館）

ベルサール神保町（３階 Room３）
　東京都千代田区西神田三丁目２番１号　ベルサール神保町　３階 Room３

　TEL.03-3263-9621

　地下鉄東京メトロ東西線

　　「九段下」駅下車７番出口から徒歩３分

　地下鉄都営新宿線/東京メトロ半蔵門線

　　「九段下」駅下車５番出口から徒歩4分

　地下鉄都営新宿線/都営三田線/東京メトロ半蔵門線
　　「神保町」駅下車A2出口から徒歩5分

お願い：当日は会場周辺道路及び駐車場の混雑が予想されますのでお車でのご来

場はご遠慮願います。
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